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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（1）連結経営指標等 

 （注）１．第16期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．第16期は貸借対照表のみが連結対象であるため、該当事項のみを記載しております。 

        ３．売上高には消費税等は含まれておりません。 

        ４．第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期 

決算年月 平成14年１月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 

売上高（千円） － － － 185,175,381 182,879,691 

経常利益（千円） － － － 5,564,573 2,969,207 

当期純利益又は当期純

損失（△）（千円） 
－ － － 2,136,820 △459,579 

純資産額（千円） － － 34,025,928 35,103,872 33,606,584 

総資産額（千円） － － 106,595,975 105,645,608 105,025,267 

１株当たり純資産額 

（円） 
－ － 991.11 1,023.12 979.73 

１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり当

期純損失金額（△） 

（円） 

－ － － 62.00 △13.40 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額

（円） 

－ － － 61.88 － 

自己資本比率（％） － － 31.9 33.2 32.0 

自己資本利益率（％） － － － 6.2 － 

株価収益率（倍） － － － 26.9 － 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー（千円） 
－ － － △10,261,573 4,042,226 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー（千円） 
－ － － △4,715,459 △4,524,288 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー（千円） 
－ － － 14,836,558 465,995 

現金及び現金同等物の

期末残高（千円） 
－ － － 720,987 704,920 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者

数〕（人） 

－ 

〔－〕

－ 

〔－〕

1,094 

〔3,273〕

1,090 

〔3,412〕

1,064 

〔3,497〕



（2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．平成13年11月20日付で、平成13年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式数

を、１株につき３株に分割いたしました。なお、第14期の１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額は、当該株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期 

決算年月 平成14年１月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 

売上高（千円） 175,255,561 179,718,816 189,092,519 182,095,046 180,177,521 

経常利益（千円） 8,020,586 7,904,451 8,788,536 6,027,067 3,424,809 

当期純利益又は当期純

損失（△）（千円） 
4,136,015 4,087,912 4,406,379 2,605,864 △475,736 

持分法を適用した場合

の投資損失（△）（千

円） 

－ △227,262 △176,940 － － 

資本金（千円） 6,033,950 6,034,099 6,034,099 6,034,099 6,034,099 

発行済株式総数（株） 34,437,000 34,445,982 34,445,982 34,445,982 34,445,982 

純資産額（千円） 26,843,512 30,315,398 34,025,928 35,572,915 34,059,470 

総資産額（千円） 97,727,811 99,009,181 104,209,902 105,443,391 104,899,617 

１株当たり純資産額 

（円） 
779.50 883.81 991.11 1,036.79 992.93 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当

額)（円） 

10 

（－）

20 

（－）

30 

（－）

30 

（－）

30 

（－）

１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり当

期純損失金額（△） 

（円） 

120.14 118.83 127.59 75.68 △13.87 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額

（円） 

120.10 － 127.45 75.52 － 

自己資本比率（％） 27.5 30.6 32.7 33.7 32.5 

自己資本利益率（％） 16.7 14.3 13.7 7.5 － 

株価収益率（倍） 19.1 11.5 16.0 22.1 － 

配当性向（％） 8.3 16.8 23.5 39.6 － 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー（千円） 
10,118,452 9,746,371 20,052,246 － － 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー（千円） 
△3,775,543 △6,202,480 △6,880,224 － － 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー（千円） 
△6,216,650 △3,720,601 △13,066,019 － － 

現金及び現金同等物の

期末残高（千円） 
870,902 694,192 800,195 － － 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者

数〕（人） 

924 

〔2,903〕

1,003 

〔3,076〕

1,062 

〔3,266〕

1,058 

〔3,405〕

1,034 

〔3,491〕



３．第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、旧商法第280条ノ19第１項の規定による新

株引受権及び商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定による新株予約権を付与しておりますが、調整計算の結

果１株当たり当期純利益金額が減少しないため記載しておりません。 

４．第16期より、１株当たり純資産、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

の計算においては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５．第17期より連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資

活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は

記載しておりません。 

６．第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。 

２【沿革】 

当社（形式上の存続会社、昭和22年12月27日設立、本店所在地・神奈川県川崎市高津区、平成10年10月20日商号を

神戸不二食品株式会社から日本トイザらス株式会社に変更、額面金額50円）は、旧日本トイザらス株式会社（実質上

の存続会社、平成元年11月21日設立、本店所在地・神奈川県川崎市幸区、額面金額50,000円）の株式の額面金額を変

更するため、平成11年２月１日を合併期日として同社を吸収合併し、合併により本店を神奈川県川崎市幸区に移転

し、同社の資産・負債及びその他一切の権利義務を引き継ぎましたが、合併前の当社は休業状態にあり、合併後にお

きましては被合併会社の営業活動を全面的に継承しております。 

したがいまして、上記理由により平成11年１月31日以前に関する事項は、特に記載のない限り、実質上の存続会社

である旧日本トイザらス株式会社について記載しております。 

なお、当社の事業年度の期数は、実質上の存続会社である旧日本トイザらス株式会社の通算方法を承継し、平成11

年２月１日より始まる事業年度を第12期としております。   



 （注）平成18年４月１日付でトイザらス・ドット・コム ジャパン株式会社を吸収合併しております。 

年月 事項 

平成元年11月 玩具、育児用品、子供衣料、文具・学用品、スポーツ用品等子供用品全般の小売販売を目的とし

て、東京都新宿区西新宿２丁目６番１号新宿住友ビルに日本トイザらス株式会社を設立。 

平成２年12月 神奈川県川崎市川崎区駅前本町３番地の１リクルート川崎東口ビル10階に本社を移転。 

平成３年４月 神奈川県川崎市に「川崎流通センター」を開設。 

平成３年12月 茨城県稲敷郡「カスミ荒川沖ショッピングプラザ」内に国内第１号店となる「トイザらス荒川沖

店」を開設。 

平成４年１月 奈良県橿原市「池原観光ビル」内に関西地区第１号店となる「トイザらス橿原店」を開設。 

アメリカ合衆国ブッシュ大統領（当時）がオープニングセレモニーに参列。 

平成４年３月 神奈川県相模原市に初の単独出店となる「トイザらス相模原店」を開設。 

後に、全世界のトイザラス店舗の中で、一日及び年間の売上高最高記録を樹立。 

平成４年９月 大阪府東大阪市に大阪第１号店となる「トイザらス八戸ノ里店」を従来の郊外型ロードサイド店

ではなく、近鉄八戸ノ里駅前に開設。 

平成６年３月 兵庫県神戸市に「神戸流通センター」を開設。これに伴い「川崎流通センター」を閉鎖。 

平成６年11月 初のクリスマスカタログを発行。総額45,000円以上の割引クーポンが付いたＡ４版48ページの大

型カタログを新聞折り込みで発行する他、店内売場にも設置。 

平成７年１月 阪神大震災に伴い「神戸流通センター」を一時閉鎖。これに伴い、神奈川県川崎市に「川崎仮流

通センター」を開設。 

平成７年９月 神奈川県横浜市に「関東流通センター」を開設。これに伴い「川崎仮流通センター」を閉鎖。 

平成８年４月 西日本地域の物流拠点として、大阪府堺市に「関西流通センター」を開設。これに伴い「神戸流

通センター」を閉鎖。 

平成８年５月 神奈川県川崎市幸区堀川町580番地 ソリッドスクエア西館に本社を移転。 

平成８年10月 神奈川県厚木市に50店舗目となる「トイザらス厚木店」を開設。 

平成９年４月 神奈川県横浜市に初の都市型ツー・フロア店舗となる「トイザらス磯子店」を開設。 

平成９年９月 千葉県船橋市「船橋ららぽーとそごう店」内に、初めての百貨店内への出店となる「トイザらス

船橋ららぽーとそごう店」を開設。 

平成９年９月 平成４年４月に福岡県糟屋郡に開設した「トイザらス新宮店」内に当社初のベビー用品専門の

「ベビーザらス」を開設。 

平成９年11月 東京都江東区ＪＲ亀戸駅前「サンストリート」内に、初の東京都内１号店となる「トイザらス亀

戸店」を開設。 

平成９年11月 トイザらス・カードをイオンクレジットサービス株式会社と提携して発行。 

平成10年６月 千葉県市川市に「市川物流センター」を開設。これに伴い「関東流通センター」を閉鎖、「関西

流通センター」の呼称を「関西物流センター」へと変更。 

平成11年２月 株式の額面金額変更のため、形式上の存続会社である日本トイザらス株式会社（旧神戸不二食品

株式会社、本店所在地・神奈川県川崎市高津区）と合併。 

平成12年４月 当社株式を日本証券業協会に店頭登録。 

平成12年10月 日本国内におけるインターネット玩具販売を行う目的で、TOYSRUS.COM,LLC、ソフトバンク・イ

ーコマース株式会社、日本マクドナルド株式会社及び当社の共同出資により、トイザらス・ドッ

ト・コム ジャパン株式会社を設立。 

平成12年11月 東京都練馬区に100店舗目となる「トイザらスとしまえん店」を開設。 

平成13年３月 兵庫県神戸市に「神戸物流センター」を開設。これに伴い「関西物流センター」を閉鎖。 

平成13年４月 新ロゴマーク（スターロゴ）に刷新。 

平成13年10月 株式会社クレディセゾンと提携して、「トイザらス・カード《セゾン》」を発行。 

平成14年12月 国内第１号店となるベビー総合専門店「ベビーザらス新浦安店」を開設。 

平成15年７月 立地移転（リロケーション）第１号店となる「トイザらス沖縄泡瀬店」を開設。これに伴い「ト

イザらス嘉手納店」を閉鎖。 

平成15年７月 「トイザらス・カード」会員200万人達成。 

平成15年11月 トイザらス・ドット・コム ジャパン株式会社を100％子会社化。 

平成16年５月 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地に本社を移転。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年６月 兵庫県宝塚市に関西地区第１号店となる「ベビーザらス阪急宝塚店」を開設。 

平成17年10月 熊本県熊本市「ゆめタウンサンピアン」内にトイザらスとの初の複合店となる「ベビーザらス熊

本店」を開設。  



３【事業の内容】 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社１社（トイザらス・ドット・コム ジャパン）及

びその他の関係会社２社（ティーアールユー・ジャパン・ホールディングス・インク、トイザラス・インク）で構成

されております。 

当社は、世界各地において玩具、育児用品、子供衣料、文房具、スポーツ用品等のベビー・子供用品全般を取り扱

う小売販売店舗「トイザラス」及び「ベビーザラス」を展開するトイザラスグループに属しております。 

当社は、トイザラスグループの中心であるトイザラス・インク及びその子会社であるティーアールユー・ジャパ

ン・ホールディングス・インクの関連会社であり、トイザラスグループの知的財産管理会社であるトイザラス・サー

ビス・インク及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シー（以下、「ライセンサー」）との間で登録商

標の使用許諾に関するライセンス契約を締結し、その対価としてのロイヤリティを支払っております。その一方で、

日本国内における広告宣伝及び広報活動を通じたトイザラスシステムの名声の高揚を目的として、ライセンサーとマ

ーケティングサポート契約を締結し、その対価を受け取っております。加えて、トイザラス・インクとの間でメンテ

ナンス・アンド・サポート契約を締結し、トイザラスグループで共有するインフォメーションシステムに係るメンテ

ナンス及び業務支援サービス等の提供を受け、その対価としてのサービス料を支払っております。 

また、国内におけるインターネットによる玩具等の販売事業を100％子会社であるトイザらス・ドット・コム ジ

ャパン株式会社において営んでおります。これにより、同社の事業と店舗における販売を行なう当社事業との連携を

一層強化し、国内における日本トイザらスのブランド高揚と、さらなる顧客満足度の向上を目指しております。 

さらに、日本マクドナルド株式会社との間で、同社が開発、所有する小売店事業の効率的な営業に関する専門知

識・技術及び小売店事業開発に関する用地選択ならびに不動産開発ノウハウの提供を受ける旨の「サービス契約」を

締結し、その対価としてのロイヤリティを支払っております。 

なお、国内におけるインターネットによる玩具等の販売事業を目的とし、当社の100％子会社であるトイザらス・

ドット・コム ジャパン株式会社につきまして、仕入購買業務、在庫管理、物流その他の管理業務を一元化すること

により当社グループ全体の資産効率及び業務効率の改善を図るために、平成18年４月１日付で同社を吸収合併いたし

ました。 



 なお、当社と関係会社及び関連当事者との資本関係及び取引関係の概要を図示すると以下のとおりであります。 

  

 ※１ 連結子会社 

 ※２ その他の関係会社 

 ※３ その他の関係会社の子会社 

 ※４ 法人主要株主 

 ※５ 法人主要株主の子会社 



４【関係会社の状況】 

 (1）連結子会社 

 （注）債務超過会社で債務超過の額は、当連結会計年度末日時点で2,090,056千円となっております。 

 (2）その他の関係会社 

 （注）議決権の被所有割合の（ ）内は、間接被所有割合で内数であります。 

５【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）従業員数は就業人員であります。臨時従業員数は年間の平均雇用人員を〔 〕外数で記載しております。 

（2）提出会社の状況 

 （注）１．平均年間給与（税込み）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

２．従業員数は就業人員であり、他社への出向社員２名は含んでおりません。 

臨時従業員数は年間の平均雇用人員を〔 〕外数で記載しております。 

（3）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

トイザらス・ドッ

ト・コム ジャパン

株式会社 （注） 

神奈川県川崎市 550,000千円 
インターネットを

通じた玩具小売 
100.00 

当社商品の販売先

及び仕入先 

役員の兼任あり 

資金援助あり 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 

議決権の
被所有割
合 
（％） 

関係内容 

ティーアールユー・ジ

ャパン・ホールディン

グス・インク 

米国ニュージャ

ージー州 
10米ドル 持株会社 47.96 － 

トイザラス・インク 同上 －  持株会社 
47.96 

(47.96) 

経営ノウハウ提供 

役員の兼任あり 

  平成18年１月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

店舗販売部門 780 〔3,416〕   

インターネット販売部門 30     〔6〕   

物流センター  15     〔3〕   

本社 239    〔72〕   

合計 1,064 〔3,497〕   

  平成18年１月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,034〔3,491〕 31.8 6.0 5,046,374 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に、設備投資が増加するとともに雇用と所得情勢

も改善される等、ゆるやかな回復基調で推移してまいりました。   

小売業界におきましては、景気回復に伴う所得情勢の改善が家計部門にも波及し、個人消費も底堅く推移してま

いりましたが、業種・業態を超えた企業間競争や価格競争は一層激化しており、当社グループを取り巻く経営環境

は、依然として予断を許さない厳しい状況が継続しております。 

このような状況の中で、当社グループは「お客様に“夢”を提供し、豊かで楽しい暮らし作りのお手伝いをす

る。また、楽しさとお客様の利益を追求した企業活動を通じて、社会と株主に貢献する。」という経営理念のも

と、設立以来の「エブリデー・ロープライス」、「豊富な品揃え」、「完全在庫」の運営ポリシーを徹底し、さら

なるお客様の支持を得るべく努力してまいりました。しかしながら、年間を通じて大型ヒット商品に恵まれず、さ

らに上半期にはテレビゲーム・ソフトの売上が当初予想を下回って推移したこと、下半期には１年の売上に占める

割合の大きいクリスマスシーズンに男児・女児玩具の売上が振るわなかったこと等が主な要因となり、これらの結

果、当連結会計年度における業績は、売上高は1,828億79百万円（前年同期比1.2％減）、経常利益は29億69百万円

（前年同期比46.6％減）となりました。また、将来を見据えた施策として実施した、リロケーションに伴う名張店

及び千葉中央店に関する店舗閉鎖損失９億73百万円や、財務体質改善の一環である長期借入金の一部早期弁済に伴

う清算金15億４百万円等を計上したため、当期純損失は４億59百万円（前年同期は当期純利益21億36百万円）とな

りました。 

業態別の概況は以下のとおりであります。 

（トイザらスの概況） 

店舗展開につきましては、店舗網の拡大を着実に行い、当連結会計年度末における「トイザらス」店舗数は新規

開店した多摩店（東京都）、府中駅前店（東京都）、山口店（山口県）、山陰初出店の鳥取店（鳥取県）の４店舗

を加え、147店舗となりました。３月18日（金）～９月25日（日）の期間限定で、2005年日本国際博覧会ささしまサ

テライト会場内に出店した当社が初めて手がけるキャラクターをテーマにした小規模単独店舗「トイザらスポケパ

ークストア」はお客様からご好評をいただくなかで期間末日に閉店し、新型店舗の展開へ向けたノウハウを蓄積い

たしました。また、新規出店の店舗を中心に導入を進めている知育玩具専門コーナー「イマジナリウム」につい

て、低年齢層の情操教育に対するお客様の関心の高まりや、知育玩具の需要の広がりを捉え、トイザらス既存店舗

への導入も順次進めており、当連結会計年度末における「イマジナリウム」導入店舗数は129店舗となりました。 

商品面では、大型ヒット商品に恵まれないなか、コンビ株式会社との共同開発による知育玩具「ちょうだいなく

ん」や、空気の弾を飛ばして遊ぶバズーカー砲型の玩具「エアーズーカー」、人工知能搭載の恐竜型ロボット「ロ

ボザウルス－TR441J」、宙返り等のアクロバティックな飛行を可能とした「R/C 複葉機 ステラノーヴァ号」の販売

等、トイザらス限定販売となるオリジナル商品の拡充を図り、競合他社との差別化と売上総利益率の向上を同時に

実現するため引き続き品揃えに注力してまいりました。 

企画面では、出版社、メーカー等各社の協力を得て、「コロコロコミック、ちゃお キャラクターワールド in ト

イザらス」、「ワクワクどきどき おえかきコンテスト」、「スター・ウォーズ エピソード３ カウントダウンプレ

ミアムイベント」、６回目を迎えた「トイザらス カーニバル in としまえん」や絵本の読みきかせイベント「たの

しいおはなし会」等、当社ならではの様々なイベントやキャンペーンを実施してまいりました。また、全国に玩

具・子供用品専門店を展開する当社の規模と専門性を背景に実現した初企画である単独メーカーの商品のみを限定

して掲載するチラシの発行等も実施し、集客力の強化に継続して努めてまいりました。 

店舗売場展開面では、「トイザらスお台場店」内の日本一のゾイド専門コーナー「ZOIDS SHOP」と、「トイザら

ス相模原店」内のリニューアルオープンしたウルトラマン専門コーナーにおいて積極的にリバイバル商品を取り揃

えてまいりました。また、幅広い世代に人気となっている脳トレーニンググッズを集めたコーナー「IQショップ」

のトイザらス全店での展開や、世界中で絶大な支持を得ているミニカーとプレイセットのブランド「Hot Wheels」

の日本初となる公式インショップ「Hot Wheels Concept Shop」を「トイザらス池袋サンシャインシティ店」内に設

置する等の取り組みも行い、子供のみならず大人も楽しめる売場展開を実現し、購買層の拡大に努めてまいりまし

た。 

接客サービス面では、店舗スタッフが講師役になりお客様にご参加いただく「バルーン教室」の継続実施や、マ

ジックの技術を習得した店舗スタッフがマジシャンとなる「マジックショー」を新たな試みとして導入する等、大

人も子供も楽しめるイベントを随時開催し、来店への動機付けを図り、売上の拡大に努めてまいりました。 



（ベビーザらスの概況） 

店舗展開につきましては、安定的な成長を具現化するべく出店を加速し当連結会計年度末における「ベビーザら

ス」店舗数は、新規開店した川越店（埼玉県）、関西初出店の阪急宝塚店（兵庫県）、東大阪店（大阪府）、くず

は店（大阪府）、初のトイザらスとの複合店舗である熊本店（熊本県）、HAT神戸店（兵庫県）、北海道初出店の札

幌店（北海道）の７店舗を加え、15店舗となりました。 

商品面では、ベビー用品全般を取り扱う「ブルーイン」、知育玩具を取り扱う「イマジナリウム」等の自社ブラ

ンド商品やベビー向け玩具ブランド「Sassy」と当社とのダブルブランド商品等、当社限定となるオリジナル商品の

販売を充実させるとともに、海外ブランド商品の拡充や人気商品を確実に確保することにも努め、他社との競争力

強化を図ってまいりました。 

企画面では、子育てアドバイザーによる「育児相談会」、栄養士との個別面談形式による「栄養相談会」、まだ

ことばの話せない赤ちゃんと手話を使ってコミュニケーションをとる方法を学ぶ「ベビーサイン教室」等、当社な

らではの様々なイベントを実施してまいりました。また、安産祈願のお寺として有名な大本山中山寺（兵庫県）と

タイアップして「ベビーザらス」の告知や、出産準備のアドバイス等を行う「プレママスクール」を開催する等の

企画も実施してまいりました。さらに、安産祈願の「戌の日」には妊婦の方々向けのお買い得商品をご提供する

等、集客力の強化に継続して努めてまいりました。 

接客サービス面では、専門知識を豊富に持ち、ベビー用品や育児の適切な情報をご提供する「ベビーズ・スペシ

ャリスト」の育成を継続して推進し、各種サービスのご案内や商品選びのアドバイス等、お客様の快適なショッピ

ングをサポートしてまいりました。また、「ベビーズ・スペシャリスト」がお客様と個別対応で店内をご案内しな

がら、お客様それぞれのライフスタイルに合わせた商品選びのお手伝いをすることを目的とする「プレママ・スト

アツアー」を継続して実施し、気軽に相談を受け付けるサービスを提供することで、産前産後における来店の動機

付けを図ってまいりました。さらに、出産準備品の情報提供や、病産院とのコミュニケーションを通じて、妊婦の

方々へのベビーザらス店舗でのイベント情報、商品情報、育児情報の提供を行い育児支援にも注力してまいりまし

た。  

店舗売場展開面では、オリジナルベビーカーがオーダーできる「ベビーカー工房 by Aprica」や赤ちゃんの情操

教育や能力開発を促すグッズを世界から集めて提供する「イマジナリウム・ベビー」等をはじめとする専門コーナ

ーを継続して設置してまいりました。また、赤ちゃんがお風呂好きになるようなお風呂玩具等、あらゆるお風呂グ

ッズを取り揃えた「バス・ショップ」を新規導入し、ショッピング環境の充実を図ってまいりました。 

（トイザらス・ドット・コムの概況） 

当社の100％子会社で国内最大級の玩具・子供用品、TVゲーム、ベビー用品等のインターネットショッピングサイ

トを展開するトイザらス・ドット・コム ジャパン株式会社は、「クリック・アンド・モルタル」（インターネット

と店舗網）の相乗効果を発揮し、販路の拡大だけでなく、国内における日本トイザらスのブランド高揚と、さらな

る顧客満足度の向上を目指してまいりました。 

当連結会計年度におきましては、日本最大級のペット用品販売サイトを目指し、約500アイテムのペット用品の販

売を開始し、オンラインショッピングの利便性を追求するとともに、“ペットと共に暮らすもっと楽しい、もっと

おしゃれなライフスタイル”を提案してまいりました。 

また、「トイザらス・オンラインショッピング」及び「ベビーザらス・オンラインショッピング」の顧客登録数

が100万人を突破したことを記念する「100万人ユーザー達成」キャンペーンを実施し、さらなる新規顧客の開拓に

も努めてまいりました。 

なお、これらの取り組みにより、当連結会計年度末の顧客登録数は130万人を超え、順調に拡大しております。 

（その他の概況） 

インフラ面では、新設した「札幌デポ」の本格稼動により、市川、神戸とあわせて三つの物流拠点網を構築し、

着実な出店と確実な商品供給を維持し、日々増加する物流に対処するとともに、物流のさらなる円滑化に努めてま

いりました。 

利益面では、引き続きオリジナル商品の積極的投入等による売上総利益率の改善や、電子入札購買等による販売

費及び一般管理費の節減に努めてまいりました。 

社会貢献活動につきましては、玩具や売上金の一部の寄付を継続して実施しております。また、全国のトイザら

スとベビーザらス店舗では、望ましい勤労観、職業観の育成を図るという職場体験の目的に賛同し、多くの小・中

学生を受け入れ、店舗近隣の方々とのコミュニケーションを図りながら地域に根ざした店舗運営を実施しておりま

す。 



（2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は前連結会計年度末に比べ

16百万円減少し、７億４百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、40億42百万円（前年同期は102億61百万円の支出）となりました。これは主に、

減価償却費36億７百万円、差入保証金と相殺した賃借料10億54百万円があったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は45億24百万円（前年同期に比べ１億91百万円の支出減）となりました。これは主

に有形固定資産の取得による支出36億59百万円、敷金及び保証金の差入による支出８億74百万円があったこと等に

よるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は４億65百万円（前年同期に比べ143億70百万円の収入減）となりました。これは主

に、配当金の支払10億25百万円があった一方、借入金の増加14億90百万円があったこと等によるものであります。 



２【仕入及び販売の状況】 

（1）仕入実績 

 （注）１．数量については、取扱商品が多岐にわたるため、記載を省略しております。 

        ２. 金額は仕入価格によって表示しております。 

    ３．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

        ４. 上記品目のうち下記品目の主な内容は次のとおりです。 

 ベビー用品……………紙おむつ、育児用品、乳幼児食品、室外用大型玩具、子供衣料 

 エンタテインメント…テレビゲーム機及びソフト、電子玩具、ジグソーパズル 

 その他…………………教育玩具、絵本、文房具、お菓子、節句用品、ラッピング、配送売上原価等 

（2）販売実績 

① 商品別売上高 

 （注）１．数量については、取扱商品が多岐にわたるため、記載を省略しております。 

        ２. 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

    ３．上記品目のうち下記品目の主な内容は次のとおりです。 

 ベビー用品……………紙おむつ、育児用品、乳幼児食品、室外用大型玩具、子供衣料 

 エンタテインメント…テレビゲーム機及びソフト、電子玩具、ジグソーパズル 

 その他…………………教育玩具、絵本、文房具、お菓子、節句用品、ラッピング、配送売上等 

品目 
当連結会計年度  

（自 平成17年２月１日 
 至 平成18年１月31日）  

前年同期比（％） 

商品仕入高     

玩具（千円） 24,816,500 87.4 

ベビー用品（千円） 36,835,169 106.1 

スポーツ用品・自転車（千円） 7,310,341 90.7 

エンタテインメント（千円） 41,529,803 99.3 

その他（千円） 16,125,937 98.7 

計（千円） 126,617,752 97.9 

品目 
 当連結会計年度 

（自 平成17年２月１日  
    至 平成18年１月31日）  

前年同期比（％） 

商品売上高     

玩具（千円） 37,534,383 90.8 

ベビー用品（千円） 52,520,856 105.2 

スポーツ用品・自転車（千円） 12,159,326 90.5 

エンタテインメント（千円） 53,079,564 100.6 

その他（千円） 25,792,375 98.5 

小計（千円） 181,086,505 98.6 

賃貸料収入（千円） 1,793,185 118.3 

合計（千円） 182,879,691 98.8 



② 地域別売上高 

地域 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

売上高（千円） 
前年同期比 
（％） 

構成比 
（％） 

出店（店） 退店（店） 期末（店） 

商品売上高             

北海道 7,000,818 93.3 3.8 1 - 9 

青森県 1,639,936 94.6 0.9 - - 2 

岩手県 1,712,415 92.1 0.9 - - 2 

宮城県 3,160,109 92.6 1.7 - - 3 

秋田県 954,462 89.6 0.5 - - 1 

山形県 1,180,536 96.8 0.7 - - 1 

福島県 3,220,000 95.3 1.8 - - 3 

茨城県 3,411,881 93.4 1.9 - - 3 

栃木県 4,289,841 109.1 2.3 - - 4 

群馬県 3,638,140 98.3 2.0 - - 3 

埼玉県 12,833,821 98.4 7.0 1 - 12 

千葉県 12,537,745 93.4 6.9 - 1 10 

東京都 13,035,716 119.1 7.1 2 - 10 

神奈川県 17,152,292 97.5 9.4 - - 12 

新潟県 2,340,812 96.0 1.3 - - 2 

富山県 1,877,379 99.5 1.0 - - 2 

石川県 1,262,241 90.7 0.7 - - 1 

福井県 918,972 96.4 0.5 - - 1 

山梨県 1,389,536 94.2 0.8 - - 1 

長野県 2,805,052 95.9 1.5 - - 3 

岐阜県 1,346,538 89.7 0.7 - - 1 

静岡県 3,827,200 97.6 2.1 - - 3 

愛知県 12,116,978 98.9 6.6 - - 10 

三重県 2,577,223 88.0 1.4 - 1 2 

滋賀県 1,859,716 89.5 1.0 - - 2 

京都府 2,395,775 89.5 1.3 - - 2 

大阪府 13,395,772 101.3 7.3 2 - 12 

兵庫県 10,643,141 102.4 5.8 2 - 11 

奈良県 2,507,533 102.5 1.4 - - 2 

和歌山県 1,193,497 95.3 0.7 - - 1 

 



 （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

③ 単位当たり売上高 

 （注）１．売上高は、生産性を正確に把握するため、商品売上高のみを表示しております。 

２．「店舗面積（平均）」は、生産性を正確に把握するため、貸与面積を除いた自営売場面積について稼動日数

を基礎として算出しております。 

３．「従業員数（平均）」は、パートタイマー及び契約社員を含んだ期中平均であります。 

４．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

地域 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

売上高（千円） 
前年同期比 
（％） 

構成比 
（％） 

出店（店） 退店（店） 期末（店） 

商品売上高             

鳥取県 262,673 - 0.1 1 - 1 

岡山県 2,781,357 96.6 1.5 - - 2 

広島県 4,786,220 95.8 2.6 - - 4 

山口県 1,294,939 126.7 0.7 1 - 2 

香川県 1,912,836 96.4 1.0 - - 2 

愛媛県 1,548,625 93.8 0.8 - - 1 

高知県 1,191,301 96.3 0.7 - - 1 

福岡県 7,416,673 102.3 4.1 - - 8 

佐賀県 645,557 91.6 0.4 - - 1 

長崎県 816,204 90.7 0.5 - - 1 

熊本県 1,950,443 91.4 1.1 1 - 3 

大分県 1,170,019 96.0 0.6 - - 1 

宮崎県 1,041,307 83.8 0.6 - - 1 

鹿児島県 1,019,094 93.0 0.6 - - 1 

沖縄県 1,877,208 94.0 1.0 - - 2 

その他 3,146,950 100.1 1.7 - - - 

小計 181,086,505 98.6 99.0 11 2 162 

賃貸料収入 1,793,185 118.3 1.0 - - - 

合計 182,879,691 98.8 100.0 11 2 162 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 
    至 平成18年１月31日） 

前年同期比（％） 

売上高（商品）（千円） 181,086,505 98.6 

店舗面積（平均）（㎡） 

１㎡当たり期間売上高（千円） 

340,190 

532 

106.3 

92.8 

従業員数（平均）（人） 

１人当たり期間売上高（千円） 

4,588 

39,469 

101.2 

97.4 



３【対処すべき課題】 

魅力的なショッピングとドキドキわくわくのエンターテインメント体験を提供するという、当社のブランド・コン

セプトのもと、引き続き０歳～15歳の年齢層をコアタ－ゲットに、今後も安定した成長の継続を目指し、次の課題に

最優先に取り組んでまいります。 

 （1）トイザらス店舗につきましては、新型店舗の本格的導入へ向けた新店舗フォーマットの構築を図るとともに、

ベビーザらス店舗につきましては、安定的な成長を具現化するべく出店を加速し、日本トイザらスのブランド高

揚と、さらなる顧客満足度の向上に努めます。 

 （2）出店用地の選定・開発を効率的に行うべく最善を尽くし、来期はトイザらス店舗５店舗、ベビ－ザらス店舗５

店舗の出店を計画しております。今後も年平均10店舗以上の出店を着実に推し進め、店舗網の拡充を図ります。

また、トイザらス店舗の立地移転（リロケ－ション）も継続して実施し、収益の改善に努めます。 

 （3）厳しい消費環境においても、当社グループの強みであります「豊富な品揃え」をさらに強化するべく、自社ブ

ランド商品と当社だけの限定商品の積極的投入を引き続き行い、競合他社との差別化の柱として取り組み利益率

の向上を図ります。 

 （4）物流の効率的運営を追求するべく次期物流とシステムの開発を行い、複数業態への対応と在庫回転率の向上に

努めます。 

 （5）インターネットショッピングサイトにつきましては、仕入購買業務、在庫管理、物流その他の管理業務を一元

化することにより、当社グループ全体の資産効率及び業務効率の改善が図れることから、当社の100％子会社で

あるトイザらス・ドット・コム ジャパン株式会社を平成18年４月１日付で当社に吸収合併いたしました。この

ことにより、組織面での連携ならびに販売促進活動の連携を深め、クリック・アンド・モルタル（インタ－ネッ

トと店舗網）の相乗効果をより一層発揮し、最大限の効率化ならびに企業価値のさらなる向上を図ります。 

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、主として以下のようなものがあります。 

なお、当社グループの事業等においてはこれら以外にも様々なリスクを伴っており、ここに記載されたものがリス

クのすべてではありません。また文中において将来について記載した事項は、当連結会計年度末現在において判断し

たものであります。 

  (1）ライセンス契約について 

当社グループはトイザラス・サービス・インク及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シーとライ

センス契約を締結しております。当契約では、第三者による当社の株式の取得が３分の１以上となった場合、現行

の契約を破棄することができるとしており、その場合は当社グループの現業態に影響を及ぼす可能性があります。

詳細については、「５ 経営上の重要な契約等」をご参照ください。 

  (2）同業他社との競争激化及び消費動向による影響について 

小売業界では厳しい経営環境が続き、低価格販売による企業間競争が激化しております。当社グループでは大型

店舗の出店により店舗網の拡大を図ることに加え、インターネットによる通信販売を展開し、品揃えの充実さや販

売力の強化を図っておりますが、当社グループの経営成績は同業他社との競争激化や消費動向による影響を受ける

可能性があります。 

  (3）出店政策について 

当社グループは、主に店舗の土地及び建物を賃借する方式で出店しており、出店時に土地等所有者に対して、敷

金・保証金及び建設協力金として資金の差入れを行っており、建設協力金等は一括または当社が支払う賃借料との

相殺等により回収しております。 



新規出店に際しては、対象物件の権利関係等の確認を行い、出店先の財務内容に応じて抵当権を設定する等、現

状できる限りの保全対策を行っておりますが、土地及び建物の所有者である法人・個人が破綻等の状況に陥り、店

舗の継続的使用や債権の回収が困難となった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。また、締結

している土地及び建物に係る長期賃貸借契約のうち、当社の事情により中途解約する場合には、敷金・保証金等の

一部または全部を放棄する可能性があります。 

  (4）法的規制等について 

当社グループは、主として全国的に店舗を展開する玩具の小売業を営んでおり、積極的に店舗網の拡大を図って

おります。 

店舗の出店に際しては、「大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律」が平成12年５月31日

に廃止され、平成12年６月１日より「大規模小売店舗立地法」（以下、「大店立地法」という。）が施行されまし

た。「大店立地法」では、売場面積1,000㎡を超える新規出店について、都市計画、交通、地域環境等の観点から

地元自治体による出店の規制が行われております。 

当社グループが今後出店を予定している1,000㎡を超える新規出店につきましては、「大店立地法」による影響

を受ける可能性があります。 

  (5）個人情報漏洩による影響について 

平成17年４月１日に個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」という。）が全面施行され、個人情

報を取扱う企業等は、一定の義務を負うこととなりました。 

当社グループはトイザらス・カードの会員をはじめ、インターネットによる販売顧客や店舗内での顧客に関する

多くの個人情報を保有しております。個人情報に関する取り扱いにつきましては、もとよりその管理を徹底してお

り、また「個人情報保護法」施行に伴い、さらに社内管理体制の充実と教育を推進し万全を期しておりますが、不

測の事故または事件によって情報漏洩が発生した場合は、損害賠償の発生等当社グループの業績に影響を与える可

能性があります。 

  (6）自然災害等による影響について 

当社グループは主として店舗による事業展開を行っているため、地震・洪水・台風等の不測の災害によって店舗

等の事業所が損害を受けた場合や営業継続が困難となった場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  (7）情報セキュリティについて 

当社グループが活用している情報システムについて、何らかの原因もしくは理由により、システムの稼動停止、

顧客情報・個人情報等の流出が万一発生した場合には、当社の信用低下及び当社の企業イメージの悪化につなが

り、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  (8）人材の確保について 

当社グループでは、全国的に展開している店舗における玩具の小売業と、インターネットによる通信販売業をそ

の主たる事業としており、これら事業の展開においては、マーケティング、マーチャンダイジング、販売等さまざ

まな分野において専門的な知識とノウハウを保有する創造的な人材を確保することが重要であります。当社として

は、これらの必要な人材を十分に確保できなかった場合には、当社の業績及び事業展開に影響を及ぼす可能性があ

ります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 (1）ライセンス契約 

契約の相手方  トイザラス・サービス・インク及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シー 

国籍     米国 

契約の内容  １）登録商標の使用 

２）日本国内における「コンセプト」を使用した小売店舗の営業権 

３）上記１．２．を内容とした独占的な許諾契約 

約定条件   １）トイザラス・インクの定める店舗運営スタンダードの遵守 

２）競合禁止 

３）最低70店舗の維持 

４）当社の行動により発生したトイザラス・インクの損失の補填 

対価     商標を認知する小売店舗における総収入に対して３％のロイヤリティを、当社が米国契約当事者

に支払う。 

契約期間   平成12年２月１日より20年間、以降10年毎の更新 

ただし、当該ライセンス契約は、第三者が当社株式の３分の１以上を取得した場合、ライセンサーは新規のラ

イセンス契約を協議の上締結するか、現行の契約を破棄することができます。当該理由によりライセンス契約が

破棄された場合、当社は60日以内に「トイザラス」事業の営業を停止し、その後２年間はライセンスの対象であ

った業務と直接競合する業務に従事することはできないこととなっております。したがって、事実上現業態とし

ての存続性が失われることとなります。 

この他にも、当該ライセンス契約には、当社が倒産した場合、資産の大部分が差し押さえられた場合、その他

一定の事由に該当する場合に契約が解除されることが規定されております。 

（2）マーケティングサポート契約 

契約の相手方 トイザラス・サービス・インク及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シー 

国籍     米国 

契約の内容  当社が、日本国内における広告宣伝及び広報活動等を通じて、トイザラスシステムの名声の高揚

を行う。 

対価     ライセンス契約で定義された総収入の１％のマーケティングサポートフィーを、米国契約当事者

が当社に支払う。 

契約期間   平成12年２月１日より20年間、以降10年毎の更新 

（3）サービス契約 

当社は、日本マクドナルド株式会社と、同社が開発、所有する小売店事業の効率的な営業に関する専門知識・

技術及び小売店事業開発に関する用地選択ならびに不動産開発ノウハウの提供を受ける下記内容の「サービス契

約」を締結しております。 

契約の相手方 日本マクドナルド株式会社 

契約の内容  １）小売店事業の効率的な営業に関する専門知識・技術の提供 

２）小売店事業開発に関する用地選択ならびに不動産開発ノウハウの提供 

３）販売促進活動にかかるノウハウならびにサービスの提供 

対価     サービス契約で定義された総収入の0.5％のサービス料を、当社が日本マクドナルド株式会社に

支払う。 

ただし、サービス料率については、契約締結後５年目以降、サービス内容との対価性を勘案し、

見直す旨の条項があります。 

契約期間   平成12年２月１日より20年間、以降10年毎の更新 

６【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年１月31日）現在において当社グループが判断した

ものであります。 

  （1）重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、「第５ 経理の状況 １ 

連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおり

であります。 

当社グループは、退職給付引当金、税効果会計、貸倒引当金、たな卸資産の評価、投資その他資産の評価、偶

発事象等に関して、過去の実績や当該取引の状況に照らして合理的と考えられる見積り及び判断を行い、その結

果を資産・負債の帳簿価額及び収益・費用の金額に反映して連結財務諸表を作成しておりますが、実際の結果は

見積りによる不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

特に店舗用の土地・建物の賃借に際して当社が賃貸人に差し入れております敷金・保証金及び建設協力金につ

いては、賃貸人の財務状況やその他の要因により、回収不能見込額に対して貸倒引当金を設定しておりますが、

将来、賃貸人の財務状況等が悪化した場合、引当金の追加計上等による損失が発生する可能性があります。 

    （2）財政状態と流動性分析 

当連結会計年度末の総資産は1,050億25百万円となり前年同期比６億20百万円の減少となりました。これは、主

に流動資産中の繰延税金資産が２億29百万円、有形固定資産が３億75百万円増加した一方、長期前払費用が３億

91百万円、敷金及び保証金が４億13百万円減少したこと等によるものであります。 

負債合計は714億18百万円となり前年同期比８億76百万円の増加となりました。これは主に未払法人税等が15億

16百万円減少したものの、短期借入金が８億70百万円、店舗閉鎖損失引当金が７億40百万円増加したこと等によ

るものであります。 

資本合計は336億６百万円となり前年同期比14億97百万円の減少となりました。これは、主に配当金の支払及び

当期純損失の計上により利益剰余金が14億98百万円減少したこと等によるものであります。 

以上より、流動比率は61.9％と前年同期比0.3ポイントの上昇となりました。株主資本比率は32.0％と前年同期

比1.2ポイントの減少となりました。 

  （3）経営成績の分析 

当連結会計年度における売上高は1,828億79百万円（前年同期比1.2％減）、営業利益は34億14百万円（前年同

期比45.6％減）、経常利益は29億69百万円（前年同期比46.6％減）、当期純損失は４億59百万円（前年同期は当

期純利益21億36百万円）となり、前連結会計年度と比較すると減収減益となりました。 

（売上高） 

当連結会計年度における売上高の概況は、「１ 業績等の概要 （1）業績」をご参照下さい。 

（売上原価、販売費及び一般管理費） 

売上原価は、1,271億30百万円（前年同期比0.8％減）となり、前連結会計年度に比べ10億49百万円の減少とな 

りました。売上原価率は69.5％となり前連結会計年度比0.3ポイントの悪化となりました。 

販売費及び一般管理費は523億35百万円（前年同期比3.2%増）となり、前連結会計年度に比べ16億19百万円の増

加となりました。対売上高販管費率は28.6％となり、前連結会計年度比1.2ポイント上昇しました。これは主に店

舗増加に伴う賃借料、株主の増加による株主優待費用の増加等によるものであります。 

（営業利益）       

営業利益は、34億14百万円（前年同期比45.6％減）となり、前連結会計年度に比べ28億65百万円の減益となり

ました。対売上高営業利益率は1.9％となり、前連結会計年度比1.5ポイント低下しました。 

（営業外損益と経常利益）         

営業外損益の純額は、前連結会計年度の７億15百万円の損失に対し、当連結会計年度は、４億45百万円の損失 

となり２億70百万円の改善となりました。これは主に、受取利息が前連結会計年度に比べ１億２百万円減少しま

したが、貸倒引当金繰入額が２億63百万円減少したこと等によるものであります。 

経常利益は、29億69百万円（前年同期比46.6％減）となり、前連結会計年度に比べ25億95百万円の減益となり 

ました。対売上高経常利益率は1.6％となり、前連結会計年度比1.4ポイント低下しました。 



（特別損益） 

特別損益の純額は、前連結会計年度の11億27百万円の損失に対し、当連結会計年度は、28億11百万円の損失と 

なり16億84百万円の悪化となりました。これは主に、店舗閉鎖損失引当金繰入額７億40百万円及び長期借入金早

期弁済清算金15億４百万円を計上したこと等によるものであります。  

（当期純損益） 

当期純損失は、４億59百万円（前年同期は当期純利益21億36百万円）となり、前連結会計年度に比べ25億96百

万円の大幅な減益となりました。 

（4）経営成績に重要な影響を与える要因について 

経営成績に重要な影響を与える要因については、「４ 事業等のリスク」に記載しております。 

（5）経営戦略の現状と見通し 

当社は、安定した成長の継続に向けて、０歳～15歳の年齢層をコアターゲットに、さらに競合他社との差別化

を図り、お客様に支持される店舗作りを目指し、今後も年平均10店舗以上という出店を着実に推し進め、店舗網

の拡大を図ってまいります。 

既存のトイザらス店舗におきましても、お客様にとって見やすく、選びやすく、わかりやすい売場環境を提供

する新店舗形態“コンセプト・ジャパン”への改装を行ってまいります。また、これまでの単一業態から複数業

態への転換を図るべく、「21世紀は子供の世紀にしたい」という理念のもと、『ママとベビーの快適・発見スペ

ース』として、０歳（マタニティー）～３歳までのお子様のいらっしゃるお客様に、より良い育児のための新し

いスタンダードを提案するベビー総合専門店「ベビーザらス」単独店の多店舗展開を積極的に行い、ベビー市場

におけるナンバー・ワンのベビー総合専門店を目指して、当社の第２の成長の柱として育ててまいります。 

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①  キャッシュ・フロー分析 

キャッシュ・フロー分析については、「１ 業績等の概要」に記載しております。 

②  財務政策 

当社グループの財務政策は、資産項目の圧縮努力等により常に資金効率を最大限に高める活動を行いながら、

営業によるキャッシュフローと金融機関からの長期・短期の借入により必要となる十分な資金を確保し、財務体

質を強化することにあります。 

平成18年１月31日現在、短期借入金の残高は208億円、一年以内返済予定の長期借入金の残高は８億80百万

円、長期借入金の残高は171億40百万円であります。長期借入金についてはすべて固定金利となっており、将来

の金利上昇に対するリスク回避を計っております。 

（7）経営者の問題認識と今後の方針について  

当社は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めております。小売業

界では、今後も業種・業態を超えた企業間競争や価格競争が一層激化するものと予想されますが、豊富な品揃え

と魅力ある店舗づくりにより、競合他社との差別化を図り、お客様に支持されるよう企業価値の最大化を目指し

てまいります。 

さらに、今後も安定した成長に向けて、「トイザらス」、「ベビーザらス」の積極的な店舗網拡大を図るとと

もに、オンラインショッピングをより一層充実させ、店舗とインターネットの相乗効果を最大限発揮してまいり

ます。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度は、トイザらス４店舗、ベビーザらス７店舗の新規出店及び既存店舗への合理化投資を行いまし

た。その投資額は38億円、敷金及び保証金（建設協力金）７億84百万円、合計45億84百万円であります。 



２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 平成18年１月31日現在における各事業所の設備、投下資本ならびに従業員の配置状況は、次のとおりでありま

す。 

区分 地域 
店舗数 
（店） 

建物 
構築物 
（千円） 

機械装
置・車両
運搬具 
（千円） 

工具器具
備品 
（千円） 

合計 
（千円） 

従業員数
（人） 

延床面積（㎡） 金額（千円） 

  北海道 9 
(29,500) 

[863] 
1,006,958 44,307 3,587 519,758 1,574,611 

40 

（152）

  青森県 2 
(6,629) 

[173] 
228,095 10,967 0 110,263 349,327 

7 

（35）

  岩手県 2 
(6,119) 

[188] 
204,350 9,519 0 121,906 335,776 

7 

（33）

  宮城県 3 
(11,169) 

[340] 
422,547 22,236 0 172,040 616,824 

12 

（58）

  秋田県 1 
(3,315) 

[177] 
96,558 4,850 0 45,661 147,070 

5 

（17）

  山形県 1 
(3,117) 

[11] 
110,644 5,058 0 55,520 171,222 

4 

（21）

  福島県 3 
(9,812) 

[334] 
321,810 14,042 0 136,005 471,859 

11 

（64）

  茨城県 3 
(10,397) 

[36] 
391,407 20,886 0 180,156 592,450 

14 

（59）

  栃木県 4 
(13,267) 

[271] 
412,625 30,629 0 251,962 695,217 

20 

（77）

  群馬県 3 
(9,202) 

[37] 
290,387 23,485 0 140,503 454,376 

14 

（63）

店舗設備 

埼玉県 12 
(39,772) 

[1,223] 
1,304,424 64,172 0 610,350 1,978,947 

53 

（230）

千葉県 10 
(39,285) 

[1,481] 
1,666,904 62,208 5,358 574,760 2,309,231 

52 

（241）

  東京都 10 
(33,328) 

[757] 
1,518,371 65,483 0 700,165 2,284,020 

57 

（264）

  神奈川県 12 
(42,736) 

[1,739] 
1,734,335 41,006 2,143 693,812 2,471,297 

67 

（332）

  新潟県 2 
(6,742) 

[34] 
190,101 7,530 0 118,239 315,872 

8 

（44）

  富山県 2 
(6,493) 

[22] 
219,118 13,763 0 107,662 340,543 

9 

（34）

  石川県 1 
(2,947) 

[13] 
108,119 7,361 0 35,194 150,675 

5 

（22）

  福井県 1 
(3,449) 

[8] 
142,009 4,264 0 59,366 205,640 

5 

（17）

  山梨県 1 
(3,387) 

[12] 
126,296 5,648 0 41,766 173,711 

5 

（21）

  長野県 3 
(10,938) 

[565] 
377,256 18,020 0 141,870 537,147 

13 

（55）

  岐阜県 1 
(3,986) 

[152] 
113,502 6,482 0 37,401 157,387 

5 

（23）

  静岡県 3 
(9,673) 

[175] 
359,068 17,604 0 179,718 556,390 

15 

（63）

  愛知県 10 
(35,626) 

[624] 
1,139,362 44,501 5,971 521,605 1,711,442 

52 

（206）

  三重県 2 
(6,772) 

[170] 
215,154 4,884 0 76,822 296,862 

9 

（48）

 



 （注）１．金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

２．延床面積の（ ）書きは、外数で賃借中のものを示しております。 

３．延床面積の［ ］書きは、内数で賃貸中のものを示しており、本社につきましては子会社に賃貸しているも

のであります。 

４．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は年間の平均雇用人員を（ ）外数で記載しております。 

５．上記のほかリース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

区分 地域 
店舗数 
（店） 

建物 
構築物 
（千円） 

機械装
置・車両
運搬具 
（千円） 

工具器具
備品 
（千円） 

合計 
（千円） 

従業員数
（人） 

延床面積（㎡） 金額（千円） 

  滋賀県 2 
(6,946) 

[197] 
200,636 6,820 0 77,427 284,884 

8 

（37）

  京都府 2 
(7,515) 

[28] 
225,759 11,289 0 73,085 310,134 

9 

（46）

  大阪府 12 
(42,751) 

[1,146] 
1,982,350 89,885 8,427 740,050 2,820,713 

63 

（255）

  兵庫県 11 
(37,974) 

[897] 
1,353,306 20,761 0 632,513 2,006,580 

56 

（221）

  奈良県 2 
(6,807) 

[182] 
219,803 6,400 0 116,671 342,875 

11 

（44）

  和歌山県 1 
(3,487) 

[13] 
107,872 6,249 0 34,103 148,225 

4 

（24）

  鳥取県 1 
(3,675) 

[238] 
117,356 9,278 0 82,485 209,119 

6 

(8) 

  岡山県 2 
(7,515) 

[20] 
201,014 10,271 0 83,825 295,111 

9 

（50）

  広島県 4 
(14,099) 

[177] 
397,177 18,057 0 244,057 659,292 

20 

（96）

  山口県 2 
(6,729) 

[35] 
236,792 15,536 0 140,737 393,066 

9 

（30）

店舗設備 

香川県 2 
(6,405) 

[20] 
223,814 11,538 0 102,645 337,998 

9 

（38）

愛媛県 1 
(3,141) 

[6] 
105,410 3,289 0 37,765 146,464 

5 

（27）

  高知県 1 
(3,188) 

[9] 
120,590 2,264 0 51,504 174,358 

4 

（21）

  福岡県 8 
(29,110) 

[1,086] 
1,156,839 29,559 0 509,313 1,695,711 

40 

（153）

  佐賀県 1 
(3,061) 

[7] 
73,254 3,645 0 24,395 101,295 

4 

（15）

  長崎県 1 
(4,195) 

[214] 
125,305 1,315 0 33,754 160,374 

3 

（17）

  熊本県 3 
(10,651) 

[28] 
439,032 20,808 0 244,024 703,864 

14 

（47）

  大分県 1 
(3,378) 

[173] 
114,088 1,678 0 49,480 165,247 

3 

（24）

  宮崎県 1 
(3,459) 

[13] 
129,967 7,476 0 39,535 176,978 

4 

（23）

  鹿児島県 1 
(3,194) 

[10] 
111,590 6,668 0 49,189 167,448 

3 

（23）

  沖縄県 2 
(6,675) 

[351] 
325,263 12,214 0 150,992 488,469 

7 

（38）

  小計 162 
(561,616) 

[14,255] 
20,666,636 843,925 25,488 9,150,074 30,686,125 

780 

（3,416）

物流設備 

市川物流センター 

（千葉県市川市） 

(41,340) 

[2,594] 
1,232,351 1,748 217,107 121,359 1,572,566 

8 

（2）

神戸物流センター 

（兵庫県神戸市） 

(39,350) 

[4,062] 
94,717 0 1,201,885 135,991 1,432,594 

7 

（1）

小計 
(80,690) 

[6,656] 
1,327,069 1,748 1,418,992 257,351 3,005,161 

15 

（3）

その他 
本社 

（神奈川県川崎市） 

(4,195) 

[324] 
172,012 5,193 0 341,070 518,276 

239 

（72）

合計 
(646,501) 

[21,235] 
22,165,718 850,867 1,444,481 9,748,496 34,209,564 

1,034 

（3,491）



(2）国内子会社 

 （注）１．金額は帳簿価額であります。 

２．延床面積の（ ）書きは、賃借中であることを示しており、すべて提出会社から賃借しているものでありま

す。 

３．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は年間の平均雇用人員を（ ）外数で記載しております。 

名称 数量 リース期間 
年間リース料 

（千円） 

リース契約残高 

（千円） 

コンピュータ装置 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 ４～５年間 165,119 489,048 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業部門の
名称 

設備の内容 

建物及び構築物 
工具器具 
備品 

（千円） 

ソフトウェア 
（千円） 

合計 
（千円） 

従業員数 
（人） 延床面積 

（㎡） 
金額 
（千円）

トイザらス・ 

ドット・コム 

ジャパン 

株式会社 

本社 

(神奈川県 

川崎市) 

インターネ

ット販売部

門 

本社事務所 (324) 8,660 219,777 250,329 478,766 30 (6) 



３【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設

備計画は原則的に連結各社が個別に策定しております。 

なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却計画は次のとおりであります。  

(1）重要な設備の新設等 

 （注）１．今後の所要資金4,962,279千円は、自己資金及び借入金で賄う予定であります。 

２．敷金及び保証金が予算額には570,000千円、既支払額には181,679千円含まれております。 

(2）重要な設備の除却等 

    該当事項はありません。 

会社名 設備名 所在地 内容 
予算金額 
（千円） 

既支払額
（千円）

今後の所要
資金 
（千円） 

着工年月 
完成予定年
月 

翌期予想
売上高 
（千円） 

  

  

日本トイザらス 

株式会社 

  

ベビーザらス

錦糸町店 
 東京都 店舗の新設 370,000 163,343 206,657  平成17年10月  平成18年４月 1,200,000 

ベビーザらス

豊中店 
 大阪府 店舗の新設 480,000 23,594 456,406  平成18年１月  平成18年４月 960,000 

既存店 ― 
店舗の改

修・改装 
1,000,000 ― 1,000,000 ― ― ― 

その他 ― ― 3,400,000 100,784 3,299,216 ― ― ― 

合計 ― 5,250,000 287,721 4,962,279 ― ― ― 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議による新株引受権の状況 

（平成13年４月26日定時株主総会決議） 

 （注）１．平成13年８月30日開催の取締役会決議に基づき、平成13年11月20日をもって１株を３株に分割いたしまし

た。これにより、新株引受権の目的となる株式の数ならびに新株引受権の行使時の払込金額、株式の発行価

格及び資本組入額が調整されております。 

 ２．新株引受権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により

権利を喪失した者の新株引受権の目的となる株式の数を減じております。 

 ３．(1) 権利を付与された者は、当社の取締役または使用人たる地位を失った場合も、後記(4)に掲げる権利付

与契約に定める条件により、これを行使することができる。 

 (2) 権利を付与された者が死亡した場合は、相続人はこれを行使することができない。 

 (3) 権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その他の処分をすることができない。 

 (4) この他、権利行使の条件は、当社と付与対象者との間で締結する権利付与契約に定めるものとする。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 137,748,000 

計 137,748,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

(平成18年１月31日) 
提出日現在発行数（株）
(平成18年４月27日) 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 34,445,982 34,445,982 ジャスダック証券取引所 － 

計 34,445,982 34,445,982 － － 

  
事業年度末現在 

（平成18年１月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年3月31日） 

新株予約権の数（個）                  （注）１ － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  （注）１,２ 133,500 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）    （注）１ 4,423 同左 

新株予約権の行使期間 
自  平成15年４月27日 

至  平成18年４月26日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）          （注）１ 

発行価格     4,423 

 資本組入額    2,212 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左 



② 商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

（平成14年4月25日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における予定数から、退職等の

理由により権利を喪失した者の数を減じております。 

 ２. (1) 新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合(死亡の

場合を除く。)はこの限りでない。 

 (2) 新株予約権者は、権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けて

いないこと及び当社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

③ 商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

（平成15年４月25日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における予定数から、退職等の

理由により権利を喪失した者の数を減じております。 

 ２. (1) 新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合(死亡の

場合を除く。) はこの限りでない。 

 (2) 新株予約権者は、権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けて

いないこと及び当社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

  
事業年度末現在 

（平成18年１月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年３月31日） 

新株予約権の数（個）                  （注）１ 2,272 2,257 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  （注）１ 227,200 225,700 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,864 同左 

新株予約権の行使期間 
自  平成16年４月26日 

至  平成19年４月25日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      2,864 

資本組入額    1,432 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには 

取締役会の承認を要する。 
同左 

  
事業年度末現在 

（平成18年１月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年３月31日） 

新株予約権の数（個）                  （注）１ 2,569 2,549   

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  （注）１ 256,900 254,900   

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,502 同左 

新株予約権の行使期間 
自  平成17年４月26日 

至  平成20年４月25日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    1,502 

資本組入額    751 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには 

取締役会の承認を要する。 
同左 



④ 商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

（平成16年４月28日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における予定数から、退職等の

理由により権利を喪失した者の数を減じております。 

 ２. (1) 新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合(死亡の

場合を除く。) はこの限りでない。 

 (2) 新株予約権者は、権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けて

いないこと及び当社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

 ⑤ 商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

 （平成17年４月27日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における予定数から、退職等の

理由により権利を喪失した者の数を減じております。 

 ２. (1) 新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合(死亡の

場合を除く。) はこの限りでない。 

 (2) 新株予約権者は、権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けて

いないこと及び当社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

  
事業年度末現在 

（平成18年１月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年３月31日） 

新株予約権の数（個）                  （注）１                   2,806 2,781 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  （注）１              280,600 278,100 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,600 同左 

新株予約権の行使期間 
自  平成18年４月29日 

至  平成21年４月28日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格     2,600 

資本組入額     1,300 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには 

取締役会の承認を要する。 
同左 

 
事業年度末現在 

（平成18年１月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年３月31日） 

新株予約権の数（個）                  （注）１ 3,237 3,212 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  （注）１ 323,700 321,200 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,639 同左 

新株予約権の行使期間 
自  平成19年４月28日 

至  平成22年４月27日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     1,639 

資本組入額   820 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには 

 取締役会の承認を要する。 
同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．第３回無担保社債（新株引受権付）の新株引受権の権利行使 

     行使価格       50円 

 資本組入額      50円 

 ２．株式分割（１株を３株に分割） 

 ３．第４回無担保社債（新株引受権付）の新株引受権の権利行使 

     行使価格      16円70銭 

 資本組入額     16円70銭 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式144,028株は、「個人その他」に1,440単元及び「単元未満株式の状況」に28株を含めて記載してお

ります。 

 ２．「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が６単元（600株）含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年７月31日 

（注）１ 
6,000 11,479,000 300 6,033,950 － 9,503,578 

平成13年11月20日 

（注）２ 
22,958,000 34,437,000 － 6,033,950 － 9,503,578 

平成14年７月31日 

（注）３ 
8,982 34,445,982 149 6,034,099 － 9,503,578 

  平成18年１月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） - 10 12 133 14 12 44,988 45,169 － 

所有株式数

（単元） 
- 14,060 344 36,702 169,077 53 124,220 344,456 382 

所有株式数の

割合（％） 
- 4.08 0.10 10.66 49.08 0.02 36.06 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

２．上記の他、自己株式が144.0千株あります。 

３．ティーアールユー・ジャパン・ホールディングス・インクの所有16,452.0千株は、ゴールドマンサックスア

ンドカンパニーレギュラーアカウントに同社が委託した信託財産であり、その議決権行使の指図権は、ティ

ーアールユー・ジャパン・ホールディングス・インクが留保しております。 

４．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち945.0千株は、日本マクドナルドホールディン

グス株式会社が同行に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行使の指図権は、日本マクドナ

ルドホールディングス株式会社が留保しております。 

  平成18年１月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合 
（％） 

ティーアールユー・ジャパン・ホールディン

グス・インク 

 (常任代理人 ゴールドマン・サックス証券

会社東京支店) 

One Geffrey Way, Wayne ,New 

Jersey, U.S.A. 

（東京都港区六本木６-10-１） 

16,452.0 47.76 

日本マクドナルドホールディングス株式会社 東京都新宿区西新宿６-５-１ 3,574.0 10.37 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２-11-３ 963.9 2.79 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１-８-11 361.1 1.04 

日本トイザらス社員持株会 神奈川県川崎市幸区大宮町1310 252.3 0.73 

ビービーエイチボストンティーエスアイエー

エスイーアイグローバルアセットエスジーエ

ーエフジャパンエクイティーボストン 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

Styne House 2nd Floor Upper 

Hatch Street Dublin 2 Ireland 

(東京都中央区日本橋３-11-１) 

205.3 0.59 

バンクオブニューヨークルクセンブルグエス

エイノントリーティーアカウント 

（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行） 

13, RUE Beaumont-BP 263 

L-1219 Luxembourg 

Luxembourg 

(東京都千代田区丸の内２-７-１) 

146.0 0.42 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町２-２-２ 62.0 0.17 

カリヨンパリオーディナリーアカウント 

（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行） 

96, Boulevard Haussman F-75008 

Paris France 

(東京都千代田区丸の内２-７-１) 

52.8 0.15 

 田﨑 學 東京都中央区築地６-５-５ 50.8 0.14 

計 － 22,120.2 64.16 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 963.9千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 361.1千株 

野村信託銀行株式会社 62.0千株 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式数が600株（議決権の数６個）が含まれてお

ります。 

②【自己株式等】 

  平成18年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     144,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  34,301,600 343,016 － 

単元未満株式 普通株式       382 － － 

発行済株式総数 34,445,982 － － 

総株主の議決権 － 343,016 － 

  平成18年１月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トイザらス 

株式会社 

神奈川県川崎市幸区 

大宮町1310番地 
144,000 － 144,000 0.42 

計 － 144,000 － 144,000 0.42 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

① 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議による新株引受権の状況 

 （注）１．権利付与日以降株式の分割または併合が行われる場合、未行使の新株引受権の目的たる株式の数は分割また

は併合の比率に応じ比例的に調整される。 

２．権利付与日以降時価を下回る価額による新株の発行（転換社債の転換、新株引受権証券及び旧商法第280条

ノ19の規定に基づく新株引受権の権利行使の場合を除く。）が行われる場合は、次の算式により発行価額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、権利付与日以降株式の分割または併合が行われる場合、発行価額は分割または併合の比率に応じ比例

的に調整されるものとし、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３．退職等により28名、47,400株分は失権しております。 

４．平成13年８月30日開催の取締役会決議に基づき、平成13年11月20日をもって１株を３株に分割いたしまし

た。これにより、株式の数及び新株引受権の行使時の払込金額が調整されております。 

５．(1）権利を付与された者は、当社の取締役または使用人たる地位を失った場合も、後記(4)に掲げる権利付

与契約に定める条件により、これを行使することができる。 

(2）権利を付与された者が死亡した場合は、相続人はこれを行使することができない。 

(3）権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その他の処分をすることができない。 

(4）この他、権利行使の条件は、当社と付与対象者との間で締結する権利付与契約に定めるものとする。 

決議年月日 平成13年４月26日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
① 取締役  ３ 

② 使用人 101 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 

① 10,000 

② 50,300 

（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
13,267 

（注）２ 

新株予約権の行使期間 平成15年４月27日から平成18年４月26日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）５ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 

        
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



② 商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の

目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は本新株予約権のうち当該時点で権利を行使さ

れていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．新株予約権行使時に払込みをすべき金額は、新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引が成立しな

い日を除く。）の日本証券業協会が公表する当社普通株式の最終価格（以下「最終価格」という。）の平均

値の金額（１円未満の端数は切り上げる。以下「払込価額」という。）に新株予約権１個当たりの目的たる

株式の数を乗じた金額とする。ただし、当該払込価額が新株予約権発行の日の最終価格（当日に最終価格が

ない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回る場合は、新株予約権発行の日の最終価格をもって払

込価額とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次

の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権の行使の場合及び旧商法に定める新株

予約権証券ならびに同法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権の行使の場合を除く。）または自己株式の

処分を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記算式において「１株当たりの時価」とは、調整後払込価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の最終価格の平均値の金額とし、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。ま

た、「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、その他の場合は調整後払込価額を適用する日

の１ヶ月前の日における発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の

処分の場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に読み替えるものとする。 

３．退職等により61名、665個分は失権しております。 

４．(1）権利予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合(死亡の

場合は除く。)はこの限りでない。 

  (2）新株予約権者は、権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けて

いないこと及び当社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

決議年月日 平成14年４月25日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役及び使用人 

人数は取締役会において決定する 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 293,200株を上限とする。（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２ 

新株予約権の行使期間 平成16年４月26日から平成19年４月25日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要す

る。 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



③ 商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の

目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は本新株予約権のうち当該時点で権利を行使さ

れていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．新株予約権行使時に払込みをすべき金額は、新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引が成立しな

い日を除く。）の日本証券業協会が公表する当社普通株式の最終価格（以下「最終価格」という。）の平均

値の金額（１円未満の端数は切り上げる。以下「払込価額」という。）に新株予約権１個当たりの目的たる

株式の数を乗じた金額とする。ただし、当該払込価額が新株予約権発行の日の最終価格（当日に最終価格が

ない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回る場合は、新株予約権発行の日の最終価格をもって払

込価額とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次

の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権の行使の場合及び旧商法に定める新株

予約権証券ならびに同法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権の行使の場合を除く。）または自己株式の

処分を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記算式において「１株当たりの時価」とは、調整後払込価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の最終価格の平均値の金額とし、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。ま

た、「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、その他の場合は調整後払込価額を適用する日

の１ヶ月前の日における発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の

処分の場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に読み替えるものとする。 

３．退職等により57名、619個分は失権しております。 

４．(1）権利予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合(死亡の

場合は除く。)はこの限りでない。 

  (2）新株予約権者は、権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けて

いないこと及び当社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

決議年月日 平成15年４月25日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役及び使用人 

人数は取締役会において決定する 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 320,000株を上限とする。（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２ 

新株予約権の行使期間 平成17年４月26日から平成20年４月25日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要す

る。 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



④ 商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の

目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は本新株予約権のうち当該時点で権利を行使さ

れていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．新株予約権行使時に払込みをすべき金額は、新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引が成立しな

い日を除く。）の日本証券業協会が公表する当社普通株式の最終価格（以下「最終価格」という。）の平均

値の金額（１円未満の端数は切り上げる。以下「払込価額」という。）に新株予約権１個当たりの目的たる

株式の数を乗じた金額とする。ただし、当該払込価額が新株予約権発行の日の最終価格（当日に最終価格が

ない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回る場合は、新株予約権発行の日の最終価格をもって払

込価額とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次

の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権の行使の場合及び旧商法に定める新株

予約権証券ならびに同法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権の行使の場合を除く。）または自己株式の

処分を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記算式において「１株当たりの時価」とは、調整後払込価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の最終価格の平均値の金額とし、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。ま

た、「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、その他の場合は調整後払込価額を適用する日

の１ヶ月前の日における発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の

処分の場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に読み替えるものとする。 

３．退職等により41名、372個分は失権しております。 

４．(1）権利予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合(死亡の

場合は除く。)はこの限りでない。 

  (2) 新株予約権者は、権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けて

いないこと及び当社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

決議年月日 平成16年４月28日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役及び使用人 

人数は取締役会において決定する 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 324,800株を上限とする。（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２ 

新株予約権の行使期間 平成18年４月29日から平成21年４月28日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要す

る。 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



⑤ 商法第280条ノ20及び280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の

目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、この調整は本新株予約権のうち当該時点で権利を行使さ

れていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．新株予約権行使時に払込みをすべき金額は、新株予約権発行の日の属する月の前月の各日（取引が成立しな

い日を除く。）のジャスダック証券取引所が公表する当社普通株式の最終価格（以下「最終価格」とい

う。）の平均値の金額（１円未満の端数は切り上げる。以下「払込価額」という。）に新株予約権１個当た

りの目的たる株式の数を乗じた金額とする。ただし、当該払込価額が新株予約権発行の日の最終価格（当日

に最終価格がない場合は、それに先立つ直近日の最終価格）を下回る場合は、新株予約権発行の日の最終価

格をもって払込価額とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次

の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権の行使の場合及び旧商法に定める新株

予約権証券ならびに同法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権の行使の場合を除く。）または自己株式の

処分を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記算式において「１株当たりの時価」とは、調整後払込価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の最終価格の平均値の金額とし、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。ま

た、「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、その他の場合は調整後払込価額を適用する日

の１ヶ月前の日における発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の

処分の場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に読み替えるものとする。 

        ３. 退職等により18名、147個分は失権しております。 

４．(1）権利予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは使用人の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合(死亡の

場合は除く。)はこの限りでない。 

  (2) 新株予約権者は、権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けて

いないこと及び当社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

決議年月日 平成17年４月27日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役及び使用人 

人数は取締役会において決定する 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 341,000株を上限とする。（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２ 

新株予約権の行使期間 平成19年４月28日から平成22年４月27日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要す

る。 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

３【配当政策】 

当社は、安定的な利益還元を行うことを基本方針とする一方、企業体質を強化し、安定した収益基盤を確保するた

めに内部留保を充実させることが必要であると考えております。この方針に基づき、株主配当につきましては各決算

期の財政状態や経営環境等を総合的に勘案して決定してまいりたいと考えております。 

当期の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり30円の配当を実施することを決定いたしました。この結

果、当期における株主資本配当率は3.0％となりました。 

また、内部留保資金につきましては財務体質の強化を図るとともに運転資金に充当し、事業活動の深耕に努めてま

いりたいと考えております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．※１は、株式分割権利落後の株価であります。 

２．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表のものであります。なお、第17期の事業年度別最高・最低株価のうち、※２は日本証券業協

会の公表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期 

決算年月 平成14年１月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 

最高（円） 
15,200 

※１  3,420 
3,070 2,600 

1,964 

※２  2,850 
1,745 

最低（円） 
6,810 

※１  2,050 
1,130 1,080 

1,615 

※２  1,660 
1,390 

月別 平成17年８月 ９月 10月 11月 12月 平成18年１月 

最高（円） 1,555 1,528 1,580 1,745 1,719 1,744 

最低（円） 1,390 1,456 1,480 1,581 1,645 1,564 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役会長 

 (代表取締役) 
 

リチャード Ｌ. 

マーキー 
昭和28年５月21日生 

昭和52年２月 メイ・カンパニー入社 

昭和56年11月 デイトン・ハドソン・コーポレーシ

ョン入社 

平成２年９月 トイザラス・インク入社 キッザラ

ス担当バイス・プレジデント／ジェ

ネラル・マーチャンダイズ・マネー

ジャー 

平成11年10月 同社エグゼクティブ・バイス・プレ

ジデント兼ベビーザラス担当プレジ

デント兼キッザラス担当チェアマン 

平成14年１月 同社エグゼクティブ・バイス・プレ

ジデント兼キッザラス、ベビーザラ

ス、イマジナリウム、トイザラスド

ットコム、国際部担当プレジデント 

平成15年４月 当社取締役 

平成15年５月 トイザラス・インク バイス・チェ

アマン兼ＵＳトイザラス担当プレジ

デント 

平成16年８月 同社バイス・チェアマン兼ベビーザ

ラス担当プレジデント 

平成17年６月 同社ＣＥＯ代行兼ベビーザラス担当

プレジデント 

平成18年３月 同社バイス・チェアマン兼ベビーザ

ラス担当プレジデント（現任） 

平成18年４月 当社代表取締役会長（現任） 

－ 

取締役社長 

 (代表取締役) 

最高経営責

任者（ＣＥ

Ｏ）兼マー

チャンダイ

ズ本部長 

ジョーン Ｗ.  

ドノバン 
昭和25年６月19日生 

昭和45年４月 キングス・デパートメント・ストア

ーズ・インク入社 

昭和57年１月 エム・フォーチュノフ・オブ・ウエ

ストバリー・コーポレーション入社 

昭和58年３月 ティーエスエス－シードマンズ入社 

昭和59年８月 トイザラス・インク入社 

平成13年１月 同社国際部シニア・バイス・プレジ

デント マーチャンダイズ、マーケ

ティング担当／ジェネラル・マーチ

ャンダイズ・マネージャー 

平成16年４月 当社取締役 

平成17年２月 トイザラス・インク国際部シニア・

バイス・プレジデント マーチャン

ダイズ・グローバル プロダクト デ

ィベロップメント担当／ジェネラ

ル・マーチャンダイズ・マネージャ

ー（現任） 

平成18年４月 当社代表取締役社長兼最高経営責任

者（ＣＥＯ）兼マーチャンダイズ本

部長（現任） 

－ 

取締役副社

長 

 (代表取締役) 

最高財務責

任者（ＣＦ

Ｏ） 

平野 達義 昭和34年４月６日生 

昭和59年４月 信越化学工業株式会社入社 

平成７年12月 当社入社 

平成12年４月 当社経営企画室長 

平成13年４月 当社財務本部財務部長兼経営企画室

長 

平成15年４月 当社執行役員経営企画室長兼財務本

部財務部長 

平成16年４月 当社取締役兼最高財務責任者(ＣＦ

Ｏ）財務本部長兼経営企画室長 

平成18年４月 当社代表取締役副社長兼最高財務責

任者（ＣＦＯ）（現任） 

5.0 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 

コーポレー

ト本部長兼

人事・総務

部長 

春名 利昭 昭和32年10月15日生 

昭和55年４月 ＮＴＮ株式会社入社 

平成２年３月 株式会社西洋環境開発入社 

平成８年９月 当社入社 

平成16年３月 当社人事・総務部長 

平成18年４月 当社取締役兼コーポレート本部長兼

人事・総務部長（現任） 

1.5 

取締役  山川 丈人 昭和33年９月14日生 

昭和57年４月 日商岩井株式会社（現：双日株式会

社）入社 

平成２年11月 ゼネラル・エレクトリック・カンパ

ニー入社 

平成10年11月 ジーイー・キャピタル・グローバ

ル・コンシューマー・ファイナン

ス・ジャパン プレジデント兼ＣＥ

Ｏ 

平成12年６月 ゼネラル・エレクトリック・カンパ

ニー オフィサー兼バイスプレジデ

ント 

平成15年８月 ジーシー・コーポレーション入社チ

ェアマン 

平成15年10月 ジーシー・コンシューマー・ファイ

ナンス・コーポレーション プレジ

デント兼ＣＥＯ 

平成15年12月 ジーシー・コーポレーション ディ

レクター 

平成17年１月 ジーシー・コンシューマー・ファイ

ナンス・コーポレーション ノー

ス・イースト・アジアＣＥＯ 

平成18年４月 コールバーグ・クラビス・ロバー

ツ・アンド・カンパニー マネージ

ング・ディレクター兼コールバー

グ・クラビス・ロバーツ・アンド・

カンパニー日本法人ＣＥＯ（現任） 

平成18年４月 当社取締役（現任） 

－ 

取締役  城下 純一 昭和39年11月13日生 

昭和62年４月 ジェーピー・モルガン入社  

平成元年４月 エンジニアリング・コンサルティン

グ・ファームス・アソシエーショ

ン・オブ・ジャパン入社 

平成５年８月 ザ・ボストン・コンサルティング・

グループ入社 

平成10年４月 モルガン・スタンレー入社 

平成10年12月 モルガン・スタンレー バイス・プ

レジデント 

平成13年12月 モルガン・スタンレー エグゼクテ

ィブ・ディレクター 

平成16年12月 モルガン・スタンレー マネージン

グ・ディレクター 

平成18年３月 ベイン・キャピタル・アジア・エル

エルシー マネージング・ディレク

ター（現任） 

平成18年４月 当社取締役（現任） 

－ 

 



 （注）１．取締役の山川丈人、城下純一及びシャーム・ギドゥマルの３氏は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める

社外取締役であります。 

２．監査役は全員、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定める社外監査役であり

ます。 

３．当社では、安定した成長の維持を目指して、経営と執行を分離し、長期的展望を持つ経営と日常業務執行の

強化につなげる体制を作り、経営基盤をより強固なものにすることを目的として、執行役員制度を導入して

おります。執行役員は、次の６名で構成されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役  
シャーム・ギドゥ

マル 
昭和34年５月21日生 

昭和58年９月 ザ・ボストン・コンサルティング・

グループ入社 マネージング・ディ

レクター兼パートナー  

平成５年４月 ストラテジック・ターンアラウン

ズ・アンド・インベストメントコー

ポレーション設立 プレジデント

（現任） 

平成９年１月 クラウン・キャピタル マネージン

グ・ディレクター 

平成12年３月 ストニントン・パートナーズ マネ

ージング・ディレクター 

平成14年５月 アリックス・パートナーズ・エルエ

ルシ－ マネージング・ディレクタ

ー兼プリンシパル 

平成18年４月 当社取締役（現任） 

－ 

常勤監査役  柴生 康夫 昭和10年５月20日生 

昭和34年４月 株式会社日本勧業銀行入行 

昭和60年７月 株式会社第一勧業銀行検査部検査役 

昭和63年７月 同行東京事務センター所長 

平成３年３月 日本マクドナルド株式会社入社、財

務部長 

平成６年３月 同社経理部長 

平成８年６月 同社経理統括部長 

平成９年３月 同社監査役室部長 

平成９年４月 当社常勤監査役（現任） 

5.4 

監査役  豊田 睦平 昭和４年８月３日生 

昭和29年４月 株式会社日本相互銀行入行 

昭和56年６月 株式会社太陽神戸銀行小石川支店長 

昭和58年１月 同行本店審議役 

昭和58年２月 日本マクドナルド株式会社入社、経

理部長 

平成元年４月 同社社長補佐役・経理部長 

平成７年10月 同社最高財務責任者兼経理本部長 

平成８年１月 同社常勤監査役 

平成９年４月 当社監査役（現任） 

2.8 

監査役  森内 憲隆 昭和13年８月23日生 

昭和39年４月 弁護士登録 

昭和39年４月 梶谷法律事務所入所 

昭和43年５月 アンダーソン・毛利法律事務所入所 

昭和48年１月 同事務所パートナー弁護士 

平成元年11月 当社監査役（現任） 

平成17年１月 アンダーソン・毛利・友常法律事務

所パートナー弁護士（現任） 

6.7 

    計 21.4 

最高経営責任者（ＣＥＯ）兼マーチャンダイズ本部長 ジョーン Ｗ. ドノバン 

最高財務責任者（ＣＦＯ） 平野 達義 

執行役員コーポレート本部長兼同本部人事・総務部長 春名 利昭 

執行役員店舗運営本部長 川口  修 

執行役員店舗開発・建設本部長 中嶋 義一 

執行役員サプライチェーン本部長兼同本部ロジスティックス部長 平塚 勝啓 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 ※  コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

   当社は、激しく変化する経営環境に迅速かつ柔軟に対応できる経営体制を確立し、経営の健全性及び透明性を

高めるために、コーポレート・ガバナンス（企業統治）の充実・強化は経営の最重要課題の一つであると考えて

おります。 

（1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の説明及び内部統制システムの状況 

  当社は、従来からの監査役制度を引き続き採用するとともに、執行役員制度を導入し、取締役会が選任した執

行役員が適切に委譲された権限の下で業務執行を行い、取締役会及び執行役員会等を通じて、取締役会及び監査

役が業務執行のモニタリングを行っております。取締役会は７名の取締役で構成されており、うち３名は社外取

締役であります。社外取締役に対する専従スタッフはおりませんが、コーポレート本部で適宜対応しておりま

す。監査役会は３名の監査役（うち１名が常勤）で構成されており、全員が社外監査役であります。監査役は定

期的に監査役会を開催し、監査に関する重要事項について協議を行い、業務執行の適法性をチェックするととも

に、会計監査人との連携強化を図り、経営の透明性の向上に努めております。常勤監査役は、取締役会及び執行

役員会のみならず、社内におけるその他の重要会議にも適宜出席し、取締役の業務執行を十分監視できる体制と

なっております。また、会計監査人である新日本監査法人には、通常の会計監査を通じ、経営の透明性に関する

適切な助言を受けております。さらに、当社は法律事務所から必要に応じ法律全般について助言と指導を受けて

おります。 

当社のコーポレート・ガバナンス体制については下図のとおりです。 



② 内部監査及び会計監査の状況 

  当社では、監査対象となるその他の部門から完全に独立した内部監査室を設置し、３名の専任スタッフが配さ

れております。内部監査室は、定期的に業務遂行状況のモニタリングを実施するとともに、各部の内部統制制度

の調整を図っております。また、内部監査室は、監査役及び会計監査人との連絡・調整機能を担っており、会計

監査及び業務監査に関する情報の共有と意見交換を実施しており、監査役、会計監査人及び内部監査室が相互に

連携し、業務執行に対するモニタリングを行っております。 

  当社は、新日本監査法人と監査契約を締結し、同監査法人が商法及び証券取引法に基づく会計監査を実施して

おります。 

  当期において業務を執行した公認会計士の氏名及び当社に係る継続年数、監査業務に係る補助者の構成は、以

下のとおりです。 

  業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数 

            指定社員 業務執行役員  二村 隆章 ９年※ 

            指定社員 業務執行役員  宮入 正幸 ６年 

         ※ 同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち自主的に業務 

            執行社員の交替制度を導入しており、平成18年１月期事業年度をもって交替する予定となっております。 

          監査業務に係る補助者の構成 

            公認会計士 ３名  会計士補 ９名  その他 ２名 

      ③ 社外取締役及び社外監査役との関係 

社外取締役の山川丈人氏が所属するコールバーグ・クラビス・ロバーツ・アンド・カンパニー、城下純一氏

が所属するベイン・キャピタル・アジア・エルエルシー、シャーム・ギドゥマル氏が所属するアリックス・パ

ートナーズ・エルエルシ－は、それぞれ当社の関係会社であるトイザラス・インクに出資している会社もしく

はその関係会社であります。 

また、当社社外監査役の森内憲隆氏が所属するアンダーソン・毛利・友常法律事務所に適宜法律相談を行っ

ておりますが、取引価格等につきましては一般的取引条件によっております。 

（2）リスク管理体制の整備の状況 

当社では、常勤の取締役を長とするリスク・マネジメントコミティーを組織し、企業を取り巻くさまざまなリス

クに該当する事態が生じた場合には、このリスク・マネジメントコミティーが迅速かつ適切な対処方針を検討する

こととしております。さらに、リスク・マネジメントコミティーは、発生したリスクが会社の将来に大きな影響を

与えるおそれのあるものと判断した場合には、その上部組織であり、社長をその長とするクライシス・マネジメン

トコミティーに報告することとし、クライシス・マネジメントコミティーでは、報告されたリスクの評価を実施

し、当該リスクが会社の将来に大きな影響を与えるものと判断した場合には、速やかに緊急対策本部を設置し、当

該リスクへの対応を命じる体制を敷いております。 

        また、当社は、厳格で厳密な倫理基準に従い事業を遂行することを経営倫理に関する基本方針と定め、この方針

に基づいた倫理基準及び事業活動の方針を明確にした倫理規程を制定しております。当社では、社員に対して倫理

規程に定める方針を理解させるため、倫理規程に関する質疑や倫理規程に反する行為に対する異議申し立てを受け

付けるための専用窓口として社内オンブズマンを任命し、その任に当たらせております。 

        さらに、当社では、平成18年４月１日に施行される公益通報者保護法への対応を図るとともに、潜在的なリスク

を抽出し、いち早くその改善に着手するために、平成17年10月から内部通報制度「トイザらス・ハローコール」を

導入いたしました。この制度は、内部通報に関する専用相談窓口を社外の第三者に委託し、社員が自ら知り得た会

社の潜在的リスクやトラブルについて安心して相談できるように配慮したものであり、会社に対して将来大きな損

害を与えるような問題の発生を未然に防止する機能を果たしております。 



     当社のリスク・マネジメント体制については下図のとおりです。 

（3）役員報酬及び監査報酬の内容 

  当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおり

であります。 

役員報酬の内容 

取締役に支払った報酬総額  102百万円 

          (うち社外取締役             －百万円） 

監査役に支払った報酬総額   14百万円   

 合計           116百万円 

（注）報酬総額には、利益処分による役員賞与が含まれております。 

監査報酬の内容 

         当社の会計監査人である新日本監査法人に対する監査報酬の内容は、以下のとおりであります。 

  公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬※     39百万円 

  それ以外の報酬                                                                      ―       

             合計                                                                          39百万円 

             ※上記の報酬には、アニュアルレポートの英文財務諸表の監査に係る監査報酬が含まれております。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1） 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年２月１日から平成17年１月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則

第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2） 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以

下、「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年２月１日から平成17年１月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項

のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年２月１日から平成17年１月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成17年２月１日から平成18年１月31日まで）の連結財務諸表ならびに第17期事業年

度（平成16年２月１日から平成17年１月31日まで）及び第18期事業年度（平成17年２月１日から平成18年１月31

日まで）の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年１月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  720,987 704,920 

２．売掛金   1,770,380 1,900,819 

３．たな卸資産  25,160,238 25,211,981 

４．繰延税金資産  763,877 993,678 

５．その他   4,193,577 4,192,130 

      貸倒引当金  △836 △1,256 

流動資産合計  32,608,224 30.9 33,002,273 31.4

Ⅱ 固定資産    

１. 有形固定資産    

（1）建物及び構築物  31,982,249 33,951,196   

 減価償却累計額  9,295,179 22,687,069 10,925,950 23,025,246 

（2）機械装置及び運搬具  2,129,534 2,166,532   

 減価償却累計額  588,452 1,541,082 722,051 1,444,481 

（3）工具器具備品  15,843,160 16,450,381   

 減価償却累計額  5,965,676 9,877,484 6,481,123 9,969,258 

（4）建設仮勘定  149,126 191,455 

有形固定資産合計  34,254,761 32.4 34,630,441 33.0

２. 無形固定資産    

（1）連結調整勘定  1,738,611 1,647,105 

（2）ソフトウエア  1,302,938 1,285,398 

（3）その他  82,365 82,365 

無形固定資産合計  3,123,916 3.0 3,014,870 2.9

３. 投資その他の資産    

（1）投資有価証券  2,205 1,900 

（2）長期前払費用  5,016,392 4,625,196 

（3）繰延税金資産  509,130 410,798 

（4）敷金及び保証金  28,734,381 28,750,719 

（5）その他  2,206,059 1,510,696 

       貸倒引当金  △809,461 △921,629 

投資その他の資産合計  35,658,706 33.7 34,377,681 32.7

固定資産合計  73,037,384 69.1 72,022,993 68.6

資産合計  105,645,608 100.0 105,025,267 100.0 

           

 



   
前連結会計年度 

（平成17年１月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   25,333,401 25,330,540 

２．短期借入金  19,930,000 20,800,000 

３．一年以内返済予定長期
借入金 

 880,000 880,000 

４．未払金  2,505,903 2,455,993 

５．未払法人税等  2,258,871 742,293 

６．賞与引当金  355,534 203,337 

７．店舗閉鎖損失引当金  - 740,000 

８．その他  1,672,616 2,197,582 

流動負債合計  52,936,327 50.1 53,349,747 50.8

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金  16,520,000 17,140,000 

２．退職給付引当金  355,174 347,808 

３．役員退職慰労引当金  229,432 254,456 

４．その他  500,802 326,669 

固定負債合計  17,605,409 16.7 18,068,935 17.2

負債合計  70,541,736 66.8 71,418,682 68.0

     

（少数株主持分）    

少数株主持分  - - - -

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２ 6,034,099 5.7 6,034,099 5.7

Ⅱ 資本剰余金  9,503,578 9.0 9,503,578 9.0

Ⅲ 利益剰余金  19,827,855 18.8 18,328,942 17.5

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 455 0.0 273 0.0

Ｖ 自己株式 ※３ △262,117 △0.3 △260,310 △0.2

資本合計  35,103,872 33.2 33,606,584 32.0

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 105,645,608 100.0 105,025,267 100.0 

     



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     185,175,381 100.0   182,879,691 100.0 

Ⅱ 売上原価     128,179,175 69.2   127,130,008 69.5 

  売上総利益     56,996,206 30.8   55,749,683 30.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   50,715,908 27.4   52,335,198 28.6 

  営業利益     6,280,297 3.4   3,414,485 1.9 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   476,423     374,303     

２．業務受託料   165,189     187,098     

３．賃貸料収入   106,059     120,329     

４．その他   95,249 842,921 0.4 105,432 787,165 0.4 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   893,464     775,782     

２．支払保証料   88,892     81,915     

３．貸倒引当金繰入額   375,694     112,167     

４．賃貸費用   95,640     111,571     

５．その他   104,954 1,558,645 0.8 151,004 1,232,442 0.7 

  経常利益     5,564,573 3.0   2,969,207 1.6 

Ⅵ 特別利益                

１．過年度受取利息    -     23,822     

２．金利スワップ 
    中途解約清算益 

  - - - 15,536 39,358 0.0 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産除却損 ※２ 73,089     229,992     

２．固定資産売却損 ※３ -     33,927     

３．店舗閉鎖損失  ※４  774,121     233,555     

４．店舗閉鎖損失引当金  
    繰入額  

  -     740,000     

５．本社移転損失 ※５ 132,536     -     

６．災害損失 ※６ 147,913     17,779     

７．新勤務時間管理方式の  
    導入に伴う損失 

  -     90,869     

８．長期借入金早期弁済清  
    算金  

  - 1,127,660 0.6 1,504,904 2,851,028 1.6 

税金等調整前当期純利
益 

    4,436,913 2.4   157,537 0.0 

法人税、住民税及び事
業税 

  2,407,469     748,462     

法人税等調整額   △107,376 2,300,092 1.2 △131,345 617,117 0.3 

当期純利益又は当期純
損失(△) 

    2,136,820 1.2   △459,579 △0.3 

     



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  9,503,578  9,503,578

Ⅱ 資本剰余金期末残高  9,503,578  9,503,578

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  18,750,063  19,827,855

Ⅱ 利益剰余金増加高   

当期純利益  2,136,820 2,136,820 - -

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．当期純損失  - 459,579 

２．配当金  1,029,028 1,029,028 

３．役員賞与  30,000   10,000 

４．自己株式処分差損   - 1,059,028 305 1,498,913

Ⅳ 利益剰余金期末残高  19,827,855  18,328,942

    



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益   4,436,913 157,537

減価償却費   3,396,864 3,607,319

連結調整勘定償却額   91,505 91,505

繰延資産償却額   19,973 -

長期前払費用償却額   18,156 19,437

賃借料との相殺による保証金返還額   848,514 1,054,439

過年度受取利息   - △23,822

有形固定資産除却損   53,801 211,597

店舗閉鎖損失   350,993 200,276

本社移転損失   84,301 -

災害損失   67,381 -

店舗閉鎖損失引当金の増加額    - 740,000

貸倒引当金の増加額   374,672 112,588

賞与引当金の減少額   △211,530 △152,196

退職給付引当金の減少額   △13,663 △7,365

役員退職慰労引当金の増加額   25,776 25,023

受取利息及び受取配当金   △10,116 △5,139

支払利息   893,464 775,782

売上債権の増減額   1,088,925 △130,439

たな卸資産の増加額   △1,486,833 △59,192

仕入債務の減少額   △15,834,960 △2,860

未払金の減少額   △213,837 △53,432

役員賞与の支払額   △30,000 △10,000

その他 ※２ 565,805 719,101

小計   △5,483,892 7,270,160

利息及び配当金の受取額   10,127 5,139

利息の支払額   △907,628 △796,445

法人税等の支払額   △3,880,180 △2,436,628

営業活動によるキャッシュ・フロー   △10,261,573 4,042,226

 



    
前連結会計年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出   △4,274,806 △3,659,348

有形固定資産の売却による収入   - 1,792

無形固定資産の取得による支出   △585,253 △446,030

敷金及び保証金の差入による支出   △1,556,729 △874,562

敷金及び保証金の回収による収入   1,737,080 457,190

その他投資による支出   △35,751 △3,330

投資活動によるキャッシュ・フロー   △4,715,459 △4,524,288

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加額   16,744,000 870,000

長期借入による収入    - 11,500,000

長期借入金の返済による支出   △880,000 △10,880,000

自己株式の売却による収入    - 1,502

配当金の支払額   △1,027,441 △1,025,506

財務活動によるキャッシュ・フロー   14,836,558 465,995

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   - -

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △140,474 △16,066

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   861,462 720,987

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 720,987 704,920

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 １社 (1) 連結子会社の数  １社 

 (2) 連結子会社の名称 

トイザらス・ドット・コム ジャパ

ン株式会社 

(2) 連結子会社の名称 

トイザらス・ドット・コム ジャパ

ン株式会社 

２．持分法の適用に関する事

項 

  持分法の適用会社はありません。 同    左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

  連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

同    左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）によっておりま

す。 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同    左 

 ② デリバティブ 

時価法によっております。 

② デリバティブ 

同    左  

 ③ たな卸資産 

(1) 商品 

移動平均法による原価法によって

おります。 

(会計処理方法の変更) 

従来、連結子会社におけるたな卸

資産の評価基準及び評価方法につい

ては、売価還元法による原価法を採

用しておりましたが、当連結会計年

度より移動平均法による原価法に変

更いたしました。 

この変更は、当該連結子会社の支

配権獲得後最初に開始する連結会計

年度の期首において、当社における

グループ会計方針の統一を図り、当

社グループの財政状態及び経営成績

をより適正に表示するために行った

ものであります。 

なお、この変更による損益への影

響は軽微であります。 

③ たな卸資産 

(1）商品 

同    左  

  

───── 

 (2) 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法によ

っております。 

(2) 貯蔵品 

同    左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

当社は残存価額を零とする当社の定

めた見積耐用年数による定額法によっ

ております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物  15～20年 

工具器具備品    ５～15年 

① 有形固定資産 

同    左 

 ② 無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における見込利用可能期間

（５年）による定額法によっておりま

す。 

② 無形固定資産 

同    左 

 ③ 長期前払費用 

均等償却しております。 

③ 長期前払費用 

同    左 

(3) 繰延資産の処理方法  連結子会社の創立費及び開業費は商法

の規定に基づき毎期均等償却（５年）し

ております。 

───── 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し回収

不能見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同    左 

 ② 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、当

連結会計年度に対応する支給見込額を

計上しております。 

② 賞与引当金 

同    左 

 ③ 退職給付引当金 

当社は従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（12年）による定額法により、

それぞれの発生の翌連結会計年度より

費用処理することとしております。 

③ 退職給付引当金 

同    左 

 ④ 役員退職慰労引当金 

当社は役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同    左 

 ⑤          ───── 

  

⑤ 店舗閉鎖損失引当金  

    当連結会計年度中に閉店もしくは翌

期以降に閉店することが確定した店舗

について、今後発生が見込まれる店舗

閉鎖損失に備えるため、当該見込額を

計上しております。  

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

同    左 

(6) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同    左 

(7) 重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

① ヘッジ会計の方法 

同    左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同    左 

  

 ③ ヘッジ方針 

金利の相場変動リスクの低減を目的

として行っております。 

③ ヘッジ方針 

同    左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の負債に関

する重要な条件が同一である場合に

は、ヘッジ開始時及びその後も継続し

て相場変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、ヘッジに高

い有効性があると判断した取引につい

ては有効性の評価を省略しておりま

す。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同    左 

(8) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同    左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法によっておりま

す。 

同    左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は20年間で均等償却する

こととしております。 

同    左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の連結

会計年度中に確定した利益処分又は損失

処理に基づいて作成しております。 

同    左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許資

金及び随時引き出し可能な預金でありま

す。 

同    左 



      会計方針の変更 

      追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号）が平成16年３月31日に終了す

る連結会計年度に係る連結財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同

適用指針を適用しております。 

 この変更に伴う連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

──────  「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費が171,587千円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそ

れぞれ同額減少しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年１月31日） 

 １．保証債務  １．保証債務 

ローンコミットメント ローンコミットメント 

ケー・ケー・ファンディング・コーポレーション  

3,351,785千円 

ケー・ケー・ファンディング・コーポレーション  

3,122,321千円 

※２．当社の発行済株式総数は、普通株式34,445,982株

であります。 

※２．当社の発行済株式総数は、普通株式34,445,982株

であります。 

※３．当社が保有する自己株式は、普通株式145,028株で

あります。 

※３．当社が保有する自己株式は、普通株式144,028株で

あります。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※１．販売費及び一般管理費項目のうち重要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費項目のうち重要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

  従業員給与賞与 11,512,926千円

  賞与引当金繰入額 355,534千円

  退職給付費用 330,583千円

  役員退職慰労引当金繰入額 47,855千円

  賃借料 15,821,168千円

  連結調整勘定償却額 91,505千円

    従業員給与賞与 11.804,276千円

    賞与引当金繰入額 203,337千円

    退職給付費用 337,374千円

    役員退職慰労引当金繰入額 25,023千円

  賃借料 16,523,563千円

  連結調整勘定償却額 91,505千円

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  建物 9,326千円

  構築物 3,845千円

  工具器具備品 59,917千円

   計 73,089千円

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  建物 13,417千円

  構築物 13,616千円

  工具器具備品 139,380千円

  機械装置 2,799千円

  ソフトウェア 60,778千円

   計 229,992千円

※３．           ────── ※３．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  工具器具備品 33,927千円

※４．店舗閉鎖損失の内容は次のとおりであります。 

  建物除却損 254,808千円

  構築物除却損 11,041千円

  工具器具備品除却損 72,055千円

  店舗撤去費用 76,309千円

  商品廃棄損 13,087千円

  解約違約金 339,001千円

  その他 7,816千円

   計 774,121千円

※４．店舗閉鎖損失の内容は次のとおりであります。 

  建物除却損 138,100千円

  構築物除却損 2,198千円

  工具器具備品除却損 22,432千円

  店舗撤去費用 17,041千円

  商品廃棄損 7,449千円

  解約違約金 30,000千円

  その他 16,331千円

   計 233,555千円

※５．本社移転損失の内容は次のとおりであります。 

  建物除却損 50,120千円

  工具器具備品除却損 24,881千円

  固定資産除却費用 57,533千円

  計 132,536千円

※５．           ────── 

※６．災害損失は新潟県中越地震に伴い発生したもの

で、その内容は次のとおりであります。 

  原状回復費用等 81,197千円

  商品廃棄損 66,716千円

   計 147,913千円

※６．災害損失は福岡県西方沖等の地震に伴い発生した

もので、その内容は次のとおりであります。 

  原状回復費用等 17,557千円

  その他 222千円

   計 17,779千円



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年１月31日現在） （平成18年１月31日現在） 

  現金及び預金勘定 720,987千円

  現金及び現金同等物 720,987千円

  現金及び預金勘定 704,920千円

  現金及び現金同等物  704,920千円

※２．保証金（建設協力金）に関する会計処理に伴い生

じた受取利息及び長期前払賃借料の償却額は、相殺

の上、その差額を営業活動によるキャッシュ・フロ

ーの「その他」に含めて表示しております。 

※２．             同    左 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  (借主側)   (借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  工具器具備品（千円） 

取得価額相当額 520,540 

減価償却累計額相当
額 

302,706 

期末残高相当額 217,833 

工具器具備品（千円） 

取得価額相当額 608,643 

減価償却累計額相当
額 

123,616 

期末残高相当額 485,027 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内 97,276千円

１ 年 超 126,178千円

計 223,455千円

１ 年 内 121,138千円

１ 年 超 367,910千円

計 489,048千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 142,534千円

減価償却費相当額 136,248千円

支払利息相当額 4,936千円

支払リース料 165,119千円

減価償却費相当額 155,921千円

支払利息相当額 7,597千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法により算定しております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同    左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

  (借主側)   (借主側)   

   該当事項はありません。   該当事項はありません。 



（有価証券関係） 

有価証券 

その他有価証券で時価のあるもの 

  種類 

前連結会計年度（平成17年１月31日） 当連結会計年度（平成18年１月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1）株式 1,440 2,205 765 1,440 1,900 460 

(2）債券             

① 国債・地方

債等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 1,440 2,205 765 1,440 1,900 460 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1）株式 － － － － － － 

(2）債券             

① 国債・地方

債等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 － － － － － － 

合計 1,440 2,205 765 1,440 1,900 460 



（デリバティブ取引関係） 

１. 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

（1）取引の内容 

当社は、外貨建金銭債務に関して為替予約取引、金

利関連では金利スワップ取引を利用しております。 

（1）取引の内容 

 同    左 

（2）取引に対する取組方針 

当社は、財務上発生する為替・金利の変動リスクを

回避し、財務活動を効率的に行うために、リスク管理

の対象となる資産または負債の範囲内でデリバティブ

取引を利用することとしており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

（2）取引に対する取組方針 

同    左 

（3）取引の利用目的 

当社は、継続的に発生する通常の取引範囲内で、外

貨建金銭債務に係る将来の為替相場の変動リスクを回

避する目的で、また金利関連では借入金利等の将来の

金利相場における変動リスクを回避する目的で利用し

ております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

（3）取引の利用目的 

同    左 

 ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっております。 

 

 ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 ： 金利スワップ 

  ヘッジ対象 ： 借入金 

 

 ヘッジ方針 

 金利の相場変動リスクの低減を目的として行って

おります。 

 

 ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の負債に関する重要な条

件が同一である場合には、ヘッジ開始時及びその後

も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定す

ることができるため、ヘッジに高い有効性があると

判断した取引については有効性の評価を省略してお

ります。 

 

 



２. 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

前連結会計年度（平成17年１月31日） 

ヘッジ会計が適用されるデリバティブ取引は開示の対象から除いており、該当事項はありません。 

 当連結会計年度（平成18年１月31日） 

  期末残高がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

（4）取引に係るリスクの内容 

当社の利用しているデリバティブ取引は、取引相手

が契約不履行となることにより被る損失に係る信用リ

スクと、為替相場の変動によって発生する損失に係る

為替リスク、また金利スワップ取引では金利変動によ

る市場リスクを有しております。なお、当社は、信用

度の高い金融機関とのみ取引を行っており、信用リス

クはほとんどないと認識しております。また、当社

は、時価の変動率が大きい特殊なデリバティブ取引は

利用しておりません。 

（4）取引に係るリスクの内容 

同    左 

（5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。 

（5）取引に係るリスク管理体制 

同    左 

（6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでデリバティブ取引における契約額であり、当

該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示

すものではありません。 

（6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

同    左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けております。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前連結会計年度 

（平成17年１月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年１月31日） 

(1) 退職給付債務（千円） △1,919,808 △2,092,459 

(2) 年金資産（千円） 1,393,879 1,883,239 

(3) 未積立退職給付債務（1）＋（2） （千円） △525,928 △209,219 

(4) 未認識数理計算上の差異（千円） 170,754 △138,589 

(5) 連結貸借対照表計上額純額（3）＋（4） (千円) △355,174 △347,808 

(6) 前払年金費用（千円） ― ― 

(7) 退職給付引当金（5）－（6） （千円） △355,174 △347,808 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日）

(1) 勤務費用（千円） 295,884 308,088 

(2) 利息費用（千円） 34,242 38,396 

(3) 期待運用収益(減算)（千円） △22,103 △27,877 

(4) 数理計算上の差異の費用処理額（千円） 22,559 18,767 

(5) 退職給付費用（千円） 330,583 337,374 

  
前連結会計年度 

（平成17年１月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年１月31日） 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(2) 割引率（％） 2.0 2.0 

(3) 期待運用収益率（％） 2.0 2.0 

(4) 数理計算上の差異の処理年数（年） 12 12 

  

（発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額

法により、それぞれの発

生年度の翌連結会計年度

から費用処理することと

しております。） 

同  左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年１月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産（流動） 千円 

未払費用 102,659 

未払事業税 195,195 

未払事業所税 62,165 

未払償却資産税 137,244 

商品評価損 120,847 

賞与引当金 143,778 

その他 19,411 

小計 781,300 

評価性引当額 △8,366 

繰延税金資産（流動）合計 772,934 

    

    

    

繰延税金負債（流動）   

 前払労働保険料 △9,056 

繰延税金負債（流動）合計 △9,056 

繰延税金資産（流動）の純額 763,877 

    

繰延税金資産（流動） 千円 

未払費用 145,613 

未払事業税 84,862 

未払事業所税 66,477 

未払償却資産税 135,263 

商品評価損 158,405 

商品廃棄損 46,326 

賞与引当金 82,229 

店舗閉鎖損失引当金 299,256 

その他 14,023 

小計 1,032,457 

評価性引当額 △23,950 

繰延税金資産（流動）合計 1,008,506 

    

繰延税金負債（流動）   

 前払労働保険料 △11,917 

  その他 △2,910 

繰延税金負債（流動）合計 △14,828 

繰延税金資産（流動）の純額 993,678 

    

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金 296,892 

減価償却超過額 214,652 

退職給付引当金 143,632 

役員退職慰労引当金 92,782 

税務上の繰越欠損金 879,863 

その他 38,534 

小計 1,666,358 

評価性引当額 △880,816 

繰延税金資産（固定）合計 785,541 

    

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金 153,043 

減価償却超過額 242,088 

退職給付引当金 140,653 

役員退職慰労引当金 102,902 

税務上の繰越欠損金 981,753 

その他 9,080 

小計 1,629,522 

評価性引当額 △984,111 

繰延税金資産（固定）合計 645,410 

    

繰延税金負債（固定）   

敷金及び保証金 △98,090 

特別償却準備金 △177,277 

その他有価証券評価差額金 △309 

その他 △733 

繰延税金負債（固定）合計 △276,411 

繰延税金資産（固定）の純額 509,130 

    

繰延税金資産の純額 1,273,007 

繰延税金負債（固定）   

敷金及び保証金 △86,057 

特別償却準備金 △147,118 

その他有価証券評価差額金 △186 

その他 △1,248 

繰延税金負債（固定）合計 △234,611 

繰延税金資産（固定）の純額 410,798 

    

繰延税金資産の純額 1,404,476 

 



前連結会計年度 
（平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年１月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.38％

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.77％

住民税均等割 5.53％

情報通信機器等に係る法人税額の特別控
除 

△  1.81％

評価性引当額の変動額 3.41％

連結調整勘定の償却額 0.85％

税率変更による期末繰延税金資産の減額
修正 

0.49％

その他 0.22％

税効果会計適用後の法人税等負担率 51.84％

法定実効税率 40.44％

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 125.45％

住民税均等割 149.05％

情報通信機器等に係る法人税額の特別控
除 

△ 53.05％

更正額修正による影響 △  5.90％

評価性引当額の変動額 112.19％

連結調整勘定の償却額 23.49％

その他 0.06％

税効果会計適用後の法人税等負担率 391.73％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年２月１日 至平成17年１月31日）及び当連結会計年度（自平成17年２月１日 至

平成18年１月31日） 

店舗事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの

資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年２月１日 至平成17年１月31日）及び当連結会計年度（自平成17年２月１日 至

平成18年１月31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年２月１日 至平成17年１月31日）及び当連結会計年度（自平成17年２月１日 至

平成18年１月31日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年２月１日 至平成17年１月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．日本マクドナルドホールディングス株式会社の議決権の被所有割合は、直接被所有「10.58%」の他に、退職

給付信託契約上、日本マクドナルドホールディングス株式会社がマスタートラスト信託銀行株式会社（退

職給付信託日本マクドナルド口）に対し、当該株式に属する議決権の行使に関する指図権を有する所有割

合「2.75％」があります。 

 ２．当社の銀行借入等に対してトイザラス・インク及び日本マクドナルドホールディングス株式会社は債務保証

を行っております。債務保証に対して担保の提供は行っておりませんが、保証料の支払を行っております。

保証率は総貸出し枠に対し0.1％、実行額に対し0.4％であります。 

 ３．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

役員
の兼
任等 

事業上の
関係 

その他の

関係会社 

トイザラス・

インク 

米国ニュ

ージャー

ジー州 

30百万米ドル 持株会社 

(被所有) 

間接 

47.96 

兼任 

２名 

経営ノウ

ハウ提供 

当社借入に対

する債務被保

証 

13,920,000 － －

保証料の支払 71,113 
未払費

用 
56,958

法人主要

株主 

日本マクドナ

ルドホールデ

ィングス株式

会社 

東京都 

新宿区 

24,113 

百万円 
持株会社 

(被所有) 

直接 

10.58 

転籍

３名 

当社借入

に対する

債務保証 

当社借入に対

する債務被保

証 

3,480,000 － －

保証料の支払 17,778 
未払費

用 
14,239



(2）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．第三者（アンダーソン・毛利・友常法律事務所）の代表者として行った取引であり、価格等は一般的取引条

件によっております。 

 ２．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

(3）兄弟会社等 

 （注）１．トイザラス・サービス・インク及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シーに対するロイヤリ

ティの支払及びマーケティングサポートフィーの受取は、トイザラスシステムを使用するための対価の支

払及び同システムを使用してマーケティング活動を行うことに対する補助の受取であるため、当該取引金

額及び当該残高については両者の純額で表示しております。 

 ２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 (1）トイザラス・サービス・インク及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シーに対するロイ

ヤリティの支払は、商標を認知する小売店舗における総収入の３％であります。 

 (2）トイザラス・サービス・インク及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シーに対するマー

ケティングサポートフィーの受取は、ライセンス契約で定義された総収入の１％であります。 

 (3）日本マクドナルド株式会社に対するロイヤリティの支払は、サービス契約で定義された総収入の0.5％

であります。 

 ３．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

役員
の兼
任等 

事業上の
関係 

役員 森内 憲隆 － － 当社監査役 なし なし なし 業務の委託 2,822 未払金 2,157 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

役員
の兼
任等 

事業上の
関係 

その他の

関係会社

の子会社 

トイザラス・

サービス・イ

ンク 

米国ニュ

ージャー

ジー州 

100米ドル 
知的財産の 

管理 
なし なし なし 

ロイヤリティ

の支払及びマ

ーケティング

サポートフィ

ーの受取 

3,628,283 未払金 318,694
その他の

関係会社

の子会社 

ジェフリー・

インターナシ

ョナル・エ

ル・エル・シ

ー 

米国ニュ

ージャー

ジー州 

100米ドル 
知的財産の 

管理 
なし なし なし 

法人主要

株主の子

会社 

日本マクドナ

ルド株式会社 

東京都 

新宿区 
500百万円 

ハンバーガ

ーレストラ

ンの経営 

なし なし 

不動産サ

ービス提

供 

ロイヤリティ

の支払 
907,070 未払金 83,657



当連結会計年度（自平成17年２月１日 至平成18年１月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．日本マクドナルドホールディングス株式会社の議決権の被所有割合は、直接被所有「10.41％」の他に、退

職給付信託契約上、日本マクドナルドホールディングス株式会社がマスタートラスト信託銀行株式会社

（退職給付信託日本マクドナルド口）に対し、当該株式に属する議決権の行使に関する指図権を有する所

有割合「2.75％」があります。 

 ２．当社の銀行借入等に対してトイザラス・インク及び日本マクドナルドホールディングス株式会社は債務保証

を行っております。債務保証に対して担保の提供は行っておりませんが、保証料の支払を行っております。

保証率は総貸出し枠に対し0.1％、実行額に対し0.4％であります。 

 ３．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

(2）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．第三者（アンダーソン・毛利・友常法律事務所）の代表者として行った取引であり、価格等は一般的取引条

件によっております。 

 ２．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

役員
の兼
任等 

事業上の
関係 

その他の

関係会社 

トイザラス・

インク 

米国ニュ

ージャー

ジー州 

 － 持株会社 

(被所有) 

間接 

47.96 

兼任 

３名 

経営ノウ

ハウ提供 

当社借入に対

する債務被保

証 

5,216,000 － －

保証料の支払 65,532 
未払費

用 
52,671

法人主要

株主 

日本マクドナ

ルドホールデ

ィングス株式

会社 

東京都 

新宿区 

24,113 

百万円 
持株会社 

(被所有) 

直接 

10.41 

転籍

３名 

当社借入

に対する

債務保証 

当社借入に対

する債務被保

証 

1,304,000 － －

保証料の支払 16,383 
未払費

用 
13,167

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

役員
の兼
任等 

事業上の
関係 

役員 森内 憲隆 － － 当社監査役 なし なし なし 業務の委託 6,933 未払金 545 



(3）兄弟会社等 

 （注）１．トイザラス・サービス・インク及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シーに対するロイヤリ

ティの支払及びマーケティングサポートフィーの受取は、トイザラスシステムを使用するための対価の支払

及び同システムを使用してマーケティング活動を行うことに対する補助の受取であるため、当該取引金額及

び当該残高については両者の純額で表示しております。 

 ２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 (1）トイザラス・サービス・インク及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シーに対するロイ

ヤリティの支払は、商標を認知する小売店舗における総収入の３％であります。 

 (2）トイザラス・サービス・インク及びジェフリー・インターナショナル・エル・エル・シーに対するマー

ケティングサポートフィーの受取は、ライセンス契約で定義された総収入の１％であります。 

 (3）日本マクドナルド株式会社に対するロイヤリティの支払は、サービス契約で定義された総収入の0.5％

であります。 

 ３．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

役員
の兼
任等 

事業上の
関係 

その他の

関係会社

の子会社 

トイザラス・

サービス・イ

ンク 

米国ニュ

ージャー

ジー州 

100米ドル 
知的財産の 

管理 
なし なし なし 

ロイヤリティ

の支払及びマ

ーケティング

サポートフィ

ーの受取 

3,590,362 未払金 312,766
その他の

関係会社

の子会社 

ジェフリー・

インターナシ

ョナル・エ

ル・エル・シ

ー 

米国ニュ

ージャー

ジー州 

－ 
知的財産の 

管理 
なし なし なし 

法人主要

株主の子

会社 

日本マクドナ

ルド株式会社 

東京都 

新宿区 
100百万円

ハンバーガ

ーレストラ

ンの経営 

なし なし 

不動産サ

ービス提

供 

ロイヤリティ

の支払 
897,590 未払金 82,101



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定

上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月１日 

  至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１株当たり純資産額 1,023円12銭 

１株当たり当期純利益金額 62円00銭 

 潜在株式調整後 

 １株当たり当期純利益金額 
61円88銭 

１株当たり純資産額 979円73銭 

１株当たり当期純損失金額 13円40銭 

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

  

前連結会計年度 

（自 平成16年２月１日 

至 平成17年１月31日）

当連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日）

１株当たり当期純利益金額又は 

１株当たり当期純損失金額（△）： 
    

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 2,136,820 △459,579 

普通株主に帰属しない金額（千円） 10,000 － 

（うち、利益処分による役員賞与金） (10,000) (－) 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△） 

（千円） 
2,126,820 △459,579 

期中平均株式数（株） 34,300,954 34,301,229 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額：     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 70,000 － 

（うち、新株予約権（株）） (70,000) (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ19第１項

の規定による新株引受権

１種類（新株引受権の目

的となる株式の数140,700

株） 

商法第280条ノ20及び280

条ノ21の規定による新株

予約権２種類（新株予約

権の数5,621個） 

これらの詳細について

は、「第４ 提出会社の

状況、１ 株式等の状

況、(2) 新株予約権等の

状況」に記載のとおりで

あります。 

旧商法第280条ノ19第１項

の規定による新株引受権

１種類（新株引受権の目

的となる株式の数133,500

株） 

商法第280条ノ20及び280

条ノ21の規定による新株

予約権３種類（新株予約

権の数8,315個） 

これらの詳細について

は、「第４ 提出会社の

状況、１ 株式等の状

況、(2) 新株予約権等の

状況」に記載のとおりで

あります。 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 当社が賃借している店舗建物の所有者である株式会社

セブンピラーズに対し、京都地方裁判所において平成17

年３月１日付で破産手続開始の決定がなされました。同

社に対する当社の債権は、敷金693百万円であります。  

 当社が賃借している店舗建物の賃貸人である株式会社

セブンピラーズに対し、京都地方裁判所において平成17

年３月１日付で破産手続開始の決定がなされておりまし

たが、平成18年３月30日付の当該店舗建物の譲渡に伴

い、当社と当該賃貸人との店舗建物賃貸借契約はすべて

第三者である新賃貸人に承継されております。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金及びその他の有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結貸借対照表日後５年間の返

済予定額は以下のとおりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 19,930,000 20,800,000 0.294 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 880,000 880,000 2.673 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のも

のを除く。） 
16,520,000 17,140,000 1.752 平成23年～平成26年

その他の有利子負債 － － － － 

合計 37,330,000 38,820,000 － － 

 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 880,000 880,000 880,000 12,380,000 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年１月31日） 
当事業年度 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  711,076 693,661 

２．売掛金   1,530,009 1,551,944 

３．商品  24,678,941 24,604,622 

４．貯蔵品  180,690 263,062 

５．前渡金  49,054 - 

６．前払費用  1,862,836 1,930,268 

７．繰延税金資産  763,877 993,678 

８．未収入金   1,130,590 1,080,100 

９．一年以内返還予定保証
金 

 1,093,506 1,162,936 

10．その他  61,557 8,559 

     貸倒引当金  △449 △296 

流動資産合計  32,061,691 30.4 32,288,536 30.8

Ⅱ 固定資産    

１. 有形固定資産    

（1）建物  30,762,064 32,650,539   

 減価償却累計額  8,915,050 21,847,013 10,484,821 22,165,718 

（2）構築物  1,211,883 1,291,239   

 減価償却累計額  379,909 831,974 440,371 850,867 

（3）機械装置  2,012,118 2,042,675   

 減価償却累計額  520,204 1,491,914 640,241 1,402,434 

（4）車両運搬具  117,416 123,856   

 減価償却累計額  68,247 49,168 81,809 42,046 

（5）工具器具備品  15,551,276 16,136,237   

 減価償却累計額  5,881,545 9,669,730 6,387,740 9,748,496 

（6）建設仮勘定  149,126 191,455 

有形固定資産合計  34,038,926 32.3 34,401,019 32.8

 



   
前事業年度 

（平成17年１月31日） 
当事業年度 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

２. 無形固定資産    

（1）ソフトウェア  1,131,180 1,035,069 

（2）電話加入権  81,566 81,566 

無形固定資産合計  1,212,746 1.1 1,116,635 1.1

３. 投資その他の資産    

（1）投資有価証券  2,205 1,900 

（2）関係会社株式  550,000 - 

（3）関係会社長期貸付金  1,920,000 2,715,000 

（4）破産・再生・更生債
権等 

 2,010,456 1,510,696 

（5）長期前払費用  5,019,777 4,627,308 

（6）繰延税金資産  507,096 409,461 

（7）敷金及び保証金  28,734,349 28,750,688 

（8）その他  195,602 - 

       貸倒引当金  △809,461 △921,629 

投資その他の資産合計  38,130,026 36.2 37,093,424 35.3

固定資産合計  73,381,699 69.6 72,611,080 69.2

資産合計  105,443,391 100.0 104,899,617 100.0 

     

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   24,816,709 24,912,749 

２．短期借入金  19,930,000 20,800,000 

３．一年以内返済予定長期
借入金 

 880,000 880,000 

４．未払金  2,404,773 2,382,203 

５．未払費用  720,872 741,903 

６．未払法人税等  2,258,581 740,904 

７．未払消費税等  222,384 205,905 

８．預り金  337,560 651,861 

９．賞与引当金  347,635 196,553 

10. 店舗閉鎖損失引当金  - 740,000 

11．設備関係未払金  319,314 513,535 

12．その他  27,234 5,595 

流動負債合計  52,265,066 49.6 52,771,211 50.3

 



   
前事業年度 

（平成17年１月31日） 
当事業年度 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債   

１．長期借入金 16,520,000 17,140,000 

２．退職給付引当金 355,174 347,808 

３．役員退職慰労引当金 229,432 254,456 

４．預り保証金 250,680 272,238 

５．その他 250,121 54,431 

固定負債合計 17,605,409 16.7 18,068,935 17.2

負債合計 69,870,475 66.3 70,840,146 67.5

    

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※３ 6,034,099 5.7 6,034,099 5.8

Ⅱ 資本剰余金   

資本準備金 9,503,578 9,503,578   

資本剰余金合計 9,503,578 9.0 9,503,578 9.0

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金 12,973 12,973   

２．任意積立金   

特別償却準備金 299,089 261,093   

３．当期未処分利益 19,984,836 18,507,761   

利益剰余金合計 20,296,898 19.3 18,781,828 17.9

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

455 0.0 273 0.0

Ⅴ 自己株式 ※４ △262,117 △0.3 △260,310 △0.2

資本合計 35,572,915 33.7 34,059,470 32.5

負債・資本合計 105,443,391 100.0 104,899,617 100.0 

    



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   

１．商品売上高 180,578,778 178,384,335   

２．賃貸料収入 1,516,267 182,095,046 100.0 1,793,185 180,177,521 100.0 

Ⅱ 売上原価   

(1) 商品売上原価   

１．商品期首たな卸高 23,207,455 24,678,941   

２．当期商品仕入高 127,006,538 124,646,226   

合計 150,213,994 149,325,167   

３．他勘定振替高 ※１ 71,958 74,415   

４．商品期末たな卸高 24,678,941 24,604,622   

商品売上原価 125,463,094 124,646,130   

(2）賃貸原価 317,775 125,780,870 69.1 365,632 125,011,763 69.4

売上総利益 56,314,176 30.9 55,165,758 30.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．運送費 989,525 929,440   

２．広告宣伝費 3,667,239 3,626,863   

３．ロイヤリティ 4,817,046 4,787,439   

４．支払手数料 867,554 879,194   

５．役員報酬 144,205 106,929   

６．給与手当 10,284,849 10,650,403   

７．賞与 982,691 961,994   

８．賞与引当金繰入額 347,635 196,553   

９．退職給付費用 329,922 337,374   

10．役員退職慰労引当金繰
入額 

47,855 25,023   

11．福利厚生費 1,212,694 1,208,483   

12．交際費 189,064 480,502   

13．旅費交通費 183,320 220,436   

14．通信費 203,883 200,328   

15．水道光熱費 1,868,194 1,971,380   

16．消耗品費 927,846 963,492   

 



   
前事業年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

17．租税公課  539,590 722,366   

18．減価償却費  3,297,712 3,477,295   

19．賃借料  15,800,373 16,459,341   

20. 貸倒引当金繰入額  - 296   

21．その他  2,905,039 49,606,245 27.2 3,090,529 51,295,671 28.5

営業利益  6,707,930 3.7 3,870,087 2.1

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  482,176 382,945   

２．仕入割引  1,843 607   

３．業務受託料  157,775 180,982   

４．賃貸料収入  106,059 120,329   

５．その他  119,424 867,279 0.5 101,921 786,785 0.4

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  892,507 775,782   

２．支払保証料   88,892 81,915   

３．貸倒引当金繰入額  375,694 112,167   

４．為替差損  1,634 29,713   

５．賃貸費用  95,640 111,571   

６．その他  93,773 1,548,142 0.9 120,912 1,232,063 0.7

経常利益  6,027,067 3.3 3,424,809 1.8

     
 



   
前事業年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益    

１．過年度受取利息  - 23,822   

２．金利スワップ中途解約
清算益 

 - - - 15,536 39,358 0.0

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※２ 68,026 152,738   

２．固定資産売却損 ※３ 1,099 33,927   

３．店舗閉鎖損失 ※４ 774,121 233,555   

４. 店舗閉鎖損失引当金繰
入額 

  - 740,000   

５．本社移転損失 ※５ 128,205 -   

６．災害損失 ※６ 147,913     17,779   

７．新勤務時間管理方式の
導入に伴う損失 

  -     90,869   

８．長期借入金早期弁済清
算金 

  -     1,504,904   

９．関係会社株式評価損   - 1,119,367 0.6 550,000 3,323,774 1.8

税引前当期純利益  4,907,700 2.7 140,393 0.0

法人税、住民税及び事
業税 

 2,407,179 748,172   

法人税等調整額  △105,342 2,301,836 1.3 △132,042 616,130 0.3

当期純利益又は当期純
損失（△） 

 2,605,864 1.4 △475,736 △0.3

前期繰越利益  17,378,972 18,983,803 

自己株式処分差損  - 305 

当期未処分利益  19,984,836 18,507,761 

     



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
 平成17年４月27日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
 平成18年４月27日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  19,984,836   18,507,761

Ⅱ 任意積立金取崩高    

特別償却準備金取崩高  61,958 61,958 67,660 67,660

合計  20,046,795   18,575,422

Ⅲ 利益処分額    

１．配当金  1,029,028 1,029,058 

２．取締役賞与金  10,000 - 

３．任意積立金    

特別償却準備金  23,963 1,062,991 23,243 1,052,302

Ⅳ 次期繰越利益  18,983,803   17,523,120

     



重要な会計方針 

項  目 
前事業年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法によってお

ります。 

(1）子会社株式 

同    左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価

法 (評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)によっております。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同    左 

２．デリバティブの評価基準 時価法によっております。 同    左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

移動平均法による原価法によってお

ります。 

(1）商品 

同    左 

 (2）貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法によっ

ております。 

(2）貯蔵品 

同    左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

残存価額を零とする当社の定めた見

積耐用年数による定額法によっており

ます。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物        20年 

工具器具備品  ５～15年 

(1）有形固定資産 

同    左 

 (2）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における見込利用可能期間

（５年）による定額法によっておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同    左 

 (3）長期前払費用 

均等償却しております。 

(3）長期前払費用 

同    左 

 ５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同    左 

６．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し回収

不能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同    左 

 (2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、当

期に対応する支給見込額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

同    左 

 



項  目 
前事業年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（12年）による

定額法により、それぞれの発生の翌事

業年度より費用処理することとしてお

ります。 

(3) 退職給付引当金 

同    左 

 (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同    左 

 (5)          ───── 

  

(5) 店舗閉鎖損失引当金 

     当事業年度中に閉店もしくは翌期以 

降に閉店することが確定した店舗につい

て、今後発生が見込まれる店舗閉鎖損失

に備えるため、当該見込額を計上してお

ります。 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同    左 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同    左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同    左 

  

 (3）ヘッジ方針 

金利の相場変動リスクの低減を目的

として行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同    左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の負債に関

する重要な条件が同一である場合に

は、ヘッジ開始時及びその後も継続し

て相場変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、ヘッジに高

い有効性があると判断した取引につい

ては有効性の評価を省略しておりま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同    左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同    左 



      会計方針の変更 

      追加情報 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号) が平成16年３月31日に終了す

る事業年度に係る財務諸表から適用できることになったこ

とに伴い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。 

  この変更に伴う財務諸表に与える影響はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 ──────  「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号) に従い、法人事業税の付加価値割及び資本

割については、販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費が170,487千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ

同額減少しております。 

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しており

ました一年以内返還予定保証金は、資産の総額の100分の

１を超えることとなったため、「一年以内返還予定保証

金」として区分掲記することに変更いたしました。 

 なお、前期における当該金額は、753,703千円でありま

す。 

 ────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年１月31日） 

当事業年度 
（平成18年１月31日） 

 １．保証債務  １．保証債務 

    ローンコミットメント     ローンコミットメント 

ケー・ケー・ファンディング・コーポレーション ケー・ケー・ファンディング・コーポレーション 

3,351,785千円 3,122,321千円 

 ２．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は455千円であ

ります。 

 ２．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は273千円であ

ります。 

※３．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数      普通株式 137,748,000株

発行済株式総数   普通株式 34,445,982株

  

※３．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数        普通株式 137,748,000株

発行済株式総数   普通株式 34,445,982株

  

※４．自己株式  

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

145,028株であります。 

※４．自己株式  

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

144,028株であります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※１．他勘定振替高は、商品を販売促進費に振り替えた

額であります。 

※１．      同    左 

  

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 4,358千円

構築物 3,845千円

工具器具備品 59,822千円

計 68,026千円

建物 13,417千円

構築物 13,616千円

工具器具備品 122,905千円

機械装置 2,799千円

計 152,738千円

※３．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

工具器具備品 1,099千円 工具器具備品 33,927千円

※４．店舗閉鎖損失の内容は次のとおりであります。 ※４．店舗閉鎖損失の内容は次のとおりであります。 

建物除却損 254,808千円

構築物除却損 11,041千円

工具器具備品除却損 72,055千円

店舗撤去費用 76,309千円

商品廃棄損 13,087千円

解約違約金 339,001千円

その他 7,816千円

計 774,121千円

建物除却損 138,100千円

構築物除却損 2,198千円

工具器具備品除却損 22,432千円

店舗撤去費用 17,041千円

商品廃棄損 7,449千円

解約違約金 30,000千円

その他 16,331千円

計 233,555千円

※５．本社移転損失の内容は次のとおりであります。 ※５.           ────── 

建物除却損 50,120千円

工具器具備品除却損 24,881千円

固定資産除却費用 53,203千円

計 128,205千円

 

※６．災害損失は新潟県中越地震に伴い発生したもの

で、その内容は次のとおりであります。 

※６．災害損失は福岡県西方沖等の地震に伴い発生した

もので、その内容は次のとおりであります。 

原状回復費用等 81,197千円

商品廃棄損 66,716千円

計 147,913千円

原状回復費用等 17,557千円

その他 222千円

計 17,779千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（自平成16年２月１日 至平成17年１月31日）及び当事業年度（自平成17年２月１日 至平成18年１

月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  (借主側)   (借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  工具器具備品（千円） 

取得価額相当額 520,540 

減価償却累計額相当
額 

302,706 

期末残高相当額 217,833 

工具器具備品（千円） 

取得価額相当額 608,643 

減価償却累計額相当
額 

123,616 

期末残高相当額 485,027 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内 97,276千円

１ 年 超 126,178千円

計 223,455千円

１ 年 内 121,138千円

１ 年 超 367,910千円

計 489,048千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 142,534千円

減価償却費相当額 136,248千円

支払利息相当額 4,936千円

支払リース料 165,119千円

減価償却費相当額 155,921千円

支払利息相当額 7,597千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法により算定しております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同    左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

該当事項はありません。  

(借主側) 

該当事項はありません。  



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年１月31日） 

当事業年度 
（平成18年１月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産（流動） 千円 

未払費用 102,659 

未払事業税 195,195 

未払事業所税 62,165 

未払償却資産税 137,244 

商品評価損 115,831 

賞与引当金 140,583 

その他 19,254 

繰延税金資産（流動）合計 772,934 

    

    

    

繰延税金負債(流動)   

 前払労働保険料 △9,056 

繰延税金負債(流動)合計 △9,056 

繰延税金資産(流動)の純額 763,877 

    

繰延税金資産（流動） 千円 

未払費用 131,986 

未払事業税 84,417 

未払事業所税 66,477 

未払償却資産税 135,263 

商品評価損 153,071 

商品廃棄損 44,648 

賞与引当金 79,486 

店舗閉鎖損失引当金 299,256 

その他 13,898 

繰延税金資産（流動）合計 1,008,506 

    

繰延税金負債(流動)   

 前払労働保険料 △11,917 

  その他 △2,910 

繰延税金負債(流動)合計 △14,828 

繰延税金資産(流動)の純額 993,678 

    

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金 296,892 

減価償却超過額 214,652 

退職給付引当金 143,632 

役員退職慰労引当金 92,782 

その他 34,813 

繰延税金資産（固定）合計 782,773 

    

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金 152,851 

減価償却超過額 241,980 

退職給付引当金 140,653 

役員退職慰労引当金 102,902 

その他 4,437 

繰延税金資産（固定）合計 642,824 

    

繰延税金負債（固定）   

敷金及び保証金 △98,090 

特別償却準備金 △177,277 

その他有価証券評価差額金 △309 

繰延税金負債（固定）合計 △275,677 

繰延税金資産（固定）の純額 507,096 

    

繰延税金資産の純額 1,270,974 

繰延税金負債（固定）   

敷金及び保証金 △86,057 

特別償却準備金 △147,118 

その他有価証券評価差額金 △186 

繰延税金負債（固定）合計 △233,362 

繰延税金資産（固定）の純額 409,461 

    

繰延税金資産の純額 1,403,139 

 



前事業年度 
（平成17年１月31日） 

当事業年度 
（平成18年１月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.38％

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.59％

住民税均等割 4.99％

情報通信機器等に係る法人税額の特別控

除 
△1.63％

税率変更による期末繰延税金資産の減額

修正 
0.36％

その他 0.21％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.90％

法定実効税率 40.44％

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 140.65％

住民税均等割 167.04％

情報通信機器等に係る法人税額の特別控

除 
△59.52％

更正額修正による影響 △6.62％

関係会社株式評価損否認 158.43％

その他 △1.56％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 438.86％



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定

上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１株当たり純資産額 1,036円79銭 

１株当たり当期純利益金額 75円68銭 

 潜在株式調整後 

 １株当たり当期純利益金額 
75円52銭 

１株当たり純資産額 992円93銭 

１株当たり当期純損失金額 13円87銭 

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１株当たり当期純利益金額又は 

１株当たり当期純損失金額（△）: 
    

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 2,605,864 △475,736 

普通株主に帰属しない金額（千円） 10,000 － 

（うち、利益処分による役員賞与金） (10,000) (－) 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△） 

（千円） 
2,595,864 △475,736 

期中平均株式数（株） 34,300,954 34,301,229 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 70,000 － 

（うち、新株予約権（株）） (70,000) (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ19第１項

の規定による新株引受権

１種類（新株引受権の目

的となる株式の数140,700

株） 

商法第280条ノ20及び280

条ノ21の規定による新株

予約権２種類（新株予約

権の数5,621個） 

これらの詳細について

は、「第４ 提出会社の

状況、１ 株式等の状

況、(2) 新株予約権等の

状況」に記載のとおりで

あります。 

旧商法第280条ノ19第１項

の規定による新株引受権 

１種類（新株引受権の目

的となる株式の数133,500

株） 

商法第280条ノ20及び280

条ノ21の規定による新株

予約権３種類（新株予約

権の数8,315個） 

これらの詳細について

は、「第４ 提出会社の

状況、１ 株式等の状

況、(2) 新株予約権等の

状況」に記載のとおりで

あります。 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 当社が賃借している店舗建物の所有者である株式会社セ

ブンピラーズに対し、京都地方裁判所において平成17年３

月１日付で破産手続開始の決定がなされました。同社に対

する当社の債権は、敷金693百万円であります。 

１. 当社が賃借している店舗建物の賃貸人である株式会社

セブンピラーズに対し、京都地方裁判所において平成17

年３月１日付で破産手続開始の決定がなされておりまし

たが、平成18年３月30日付の当該店舗建物の譲渡に伴

い、当社と当該賃貸人との店舗建物賃貸借契約はすべて

第三者である新賃貸人に承継されております。 

２. 増資引受  

  平成18年２月20日開催の取締役会決議に基づき、平成18

年３月15日にトイザらス・ドット・コム ジャパン株式会

社の増資引受を行いました。 

 ① 増資引受の目的 

     平成18年４月１日を期日とする当社と子会社であるト

イザらス・ドット・コム ジャパン株式会社との合併に

先立ち、トイザらス・ドット・コム ジャパン株式会社

の現状の債務超過状態を解消することを目的として、同

社の増資を引き受けることにより同社の資本を増強させ

るものであります。 

 ② 増資引受額 

     22億円 

３. 子会社の合併 

   子会社であるトイザらス・ドット・コム ジャパン株式

会社と当社は平成18年４月１日を合併期日として合併する

ことに合意し、平成18年２月20日に合併契約書を締結いた

しました。 

 ① 合併の目的 

     仕入購買業務、在庫管理、物流その他の管理業務を一

体化することにより、当社グループ全体の資産効率及び

業務効率の改善を図るものであります。 

 ② 合併方式 

     当社日本トイザらス株式会社を存続会社とする吸収合

併（簡易合併)方式で、トイザらス・ドット・コム ジ

ャパン株式会社は解散します。 

 ③ 合併比率 

     当社日本トイザらス株式会社は、トイザらス・ドッ

ト・コム ジャパン株式会社の全株式を所有しており合

併による新株式の発行及び資本金の増加ならびに合併交

付金の支払は行いません。 

 ④ 合併期日 

     平成18年４月１日 

 ⑤ その他重要な事項      

     抱合株式消却により、利益剰余金が12億円減少する見

込であります。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。  

  （1）建物 

    多摩店 132,945千円、府中駅前 162,781千円、山口店 122,149千円、鳥取店 117,446千円、 

    ベビーザらス川越店 159,144千円、ベビーザらス阪急宝塚店 149,277千円、 

    ベビーザらス東大阪店 127,255千円、ベビーザらスくずは店 167,754千円、 

    ベビーザらス熊本店 165,833千円、ベビーザらスHAT神戸店 143,456千円、 

    ベビーザらス札幌店 139,615千円  

 （2）工具器具備品 

   多摩店 86,704千円、府中駅前 90,337千円、山口店 73,400千円、鳥取店 55,959千円、 

   ベビーザらス川越店 97,277千円、ベビーザらス阪急宝塚店 101,144千円、 

   ベビーザらス東大阪店 105,888千円、ベビーザらスくずは店 95,179千円、 

   ベビーザらス熊本店 99,592千円、ベビーザらスHAT神戸店 96,327千円、 

   ベビーザらス札幌店 88,648千円 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

日本マクドナルドホールディングス 

株式会社 
1,000 1,900 

計 1,000 1,900 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 
（千円） 

有形固定資産               

建物 30,762,064 2,067,018 178,542 32,650,539 10,484,821 1,608,545 22,165,718 

構築物 1,211,883 93,341 13,985 1,291,239 440,371 62,678 850,867 

機械装置 2,012,118 48,407 17,850 2,042,675 640,241 135,087 1,402,434 

車両運搬具 117,416 6,440 - 123,856 81,809 13,561 42,046 

工具器具備品 15,551,276 1,463,289 878,327 16,136,237 6,387,740 1,239,992 9,748,496 

建設仮勘定 149,126 726,506 684,176 191,455 - - 191,455 

有形固定資産計 49,803,884 4,405,002 1,772,883 52,436,004 18,034,985 3,059,865 34,401,019 

無形固定資産               

ソフトウェア 2,207,566 321,318 433,994 2,094,890 1,059,821 417,429 1,035,069 

電話加入権 81,566 - - 81,566 - - 81,566 

無形固定資産計 2,289,133 321,318 433,994 2,176,457 1,059,821 417,429 1,116,635 

長期前払費用 5,077,913 93,386 486,336 4,684,963 57,655 20,013 4,627,308 

繰延資産               

- - - - - - - - 

繰延資産計 - - - - - - - 



【資本金等明細表】 

 （注）１．期末日現在における自己株式数は、144,028株であります。 

２．当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、見積額の減少による取崩額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 6,034,099 － － 6,034,099 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (34,445,982) (－) (－) (34,445,982) 

普通株式 （千円） 6,034,099 － － 6,034,099 

計 （株） (34,445,982) (－) (－) (34,445,982) 

計 （千円） 6,034,099 － － 6,034,099 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （千円） 9,178,180 － － 9,178,180 

合 併 差 益 （千円） 325,398 － － 325,398 

計 （千円） 9,503,578 － － 9,503,578 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 12,973 － － 12,973 

（任意積立金）           

特別償却準備金（注）２ （千円） 299,089 23,963 61,958 261,093 

計 （千円） 312,062 23,963 61,958 274,066 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 809,911 120,077 449 7,612 921,926 

賞与引当金 347,635 196,553 347,635 － 196,553 

店舗閉鎖損失引当金 － 740,000 － － 740,000 

役員退職慰労引当金 229,432 25,023 － － 254,456 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 667,609 

預金の種類   

当座預金 10,775 

普通預金 7,620 

別段預金 7,656 

小計 26,051 

合計 693,661 

相手先 金額（千円） 

イオンクレジットサービス㈱ 310,124 

㈱ジェーシービー  283,601 

㈱クレディセゾン 198,245 

ユーシーカード㈱ 273,637 

三井住友カード㈱ 143,176 

その他 343,158 

合計 1,551,944 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,530,009 41,492,278 41,470,343 1,551,944 96.39 13.56 



３）商品 

４）貯蔵品 

５）敷金及び保証金 

② 負債の部 

１）買掛金 

品目 金額（千円） 

玩具 6,336,548 

ベビー用品 7,135,010 

スポーツ用品・自転車 1,514,278 

エンタテインメント 6,339,012 

その他 3,279,772 

合計 24,604,622 

品目 金額（千円） 

商品券 114,787 

ショッピングバッグ 35,859 

店舗用輸入資材 48,101 

店舗用国内資材 29,154 

その他 35,159 

合計 263,062 

区分 金額（千円） 

店舗保証金 15,298,813 

店舗敷金 12,845,892 

その他 605,982 

合計 28,750,688 

相手先 金額（千円） 

㈱ハピネット 4,418,781 

㈱ユーエース 1,767,164 

㈱セガトイズ 1,723,773 

㈱エヌ・アール・エス 1,098,810 

㈱タカラ 1,010,396 

その他 14,893,822 

合計 24,912,749 



２）短期借入金 

３）長期借入金 

(3）【その他】 

  該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

㈱みずほ銀行 9,000,000 

三菱UFJ信託銀行㈱ 9,000,000 

㈱三井住友銀行 1,000,000 

住友信託銀行㈱ 1,000,000 

農林中央金庫 300,000 

その他 500,000 

合計 20,800,000 

相手先 金額（千円） 

日本政策投資銀行 5,640,000 

㈱みずほ銀行 6,500,000 

㈱三井住友銀行  3,000,000 

住友信託銀行㈱  2,000,000 

合計 17,140,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 １月３１日 

定時株主総会 ４月中 

基準日 １月３１日 

株券の種類 100株券 500株券 10,000株券 

中間配当基準日 ７月３１日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 

毎年１月31日現在の株主及び実質株主に対し、年１回、所有株式数に応

じて以下のとおりトイザらスギフトカードを贈呈する。 

  100株以上   3,000円相当（1,000円券、３枚） 

  200株以上   6,000円相当（1,000円券、６枚） 

  300株以上   9,000円相当（1,000円券、９枚） 

  400株以上   12,000円相当（1,000円券、12枚） 

  500株以上   15,000円相当（1,000円券、15枚） 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は、親会社等はありません。  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  (1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第17期）（自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日）平成17年４月27日関東財務局長に提出

  (2) 半期報告書 

（第18期中）   （自 平成17年２月１日 至 平成17年７月31日）平成17年10月６日関東財務局長に提出

  (3) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の付与）の規定に基づく臨時報告書

であります。 

平成17年６月22日関東財務局長に提出 

  (4) 臨時報告書の訂正報告書 

平成17年６月22日提出の臨時報告書にかかる訂正報告書であります。 

平成17年７月１日関東財務局長に提出 

  (5) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書 

であります。 

平成17年７月29日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成１７年４月２７日

日本トイザらス株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 二村 隆章  印 

  関与社員   公認会計士 宮入 正幸  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本

トイザらス株式会社の平成１６年２月１日から平成１７年１月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

トイザらス株式会社及び連結子会社の平成１７年１月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成１８年４月２７日

日本トイザらス株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 二村 隆章  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮入 正幸  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本

トイザらス株式会社の平成１７年２月１日から平成１８年１月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

トイザらス株式会社及び連結子会社の平成１８年１月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成１７年４月２７日

日本トイザらス株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 二村 隆章  印 

  関与社員   公認会計士 宮入 正幸  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本

トイザらス株式会社の平成１６年２月１日から平成１７年１月３１日までの第１７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本トイ

ザらス株式会社の平成１７年１月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成１８年４月２７日

日本トイザらス株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 二村 隆章  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮入 正幸  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本

トイザらス株式会社の平成１７年２月１日から平成１８年１月３１日までの第１８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本トイ

ザらス株式会社の平成１８年１月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年3月15日にトイザらス・ドット・コム ジャパン株式会社の

増資引受を行った。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年2月20日にトイザらス・ドット・コム ジャパン株式会社と

の合併契約に調印した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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